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１　はじめに

　高砂市教育委員会では、『第３期高砂市教育振興基本計画』を令和２年(２０２０年)度から施行

し、「ふるさと高砂を愛し、思いやりとたくましさに満ちあふれた人づくり」を基本方針に、３つの重

点テーマを設定し、取り組んでいます。当該計画を基に学校教育だけでなく、幼児教育・生涯学

習等を充実させ、未来を切り拓く人材の育成を目指しています。

　また、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」 において、教育委員会が、その権限に

属する事務の管理及び執行の状況について、毎年点検及び評価を行い、その結果に関する報

告書を作成し、これを議会に報告するとともに公表しなければならないことが規定されているた

め、本市教育委員会においても平成２０年度から前年度の教育委員会の点検・評価を実施して

います。　

 本年度も、事務事業の取組状況や、今後のあり方等について点検及び評価した結果を報告し

ます。

【地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋）】

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等）

第２６条　教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第一項の規定により教育長

　に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第四項の規定により事務局

　職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び

  評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表し

  なければならない。

２　教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有

　する者の知見の活用を図るものとする。

２　点検・評価の実施について

（1） 点検・評価の対象

　　　教育委員会において令和５年度に実施したすべての事業の中から、教育委員が抽出した

　　２９事業（延べ３１事業）を対象としています。

(２) 点検・評価の分類

　　　「第３期高砂市教育振興基本計画（令和２年度～令和６年度）」における序列により分類し
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　　ています。

（3） 事務事業名

　　　基本的に「第３期高砂市教育振興基本計画（令和２年度～令和６年度）」で定めた取組の

　　方向性となっています。

(４) 点検・評価の方法

　■点検

　　　事業ごとに、①事業内容の妥当性　②市民ニーズへの適応性　③進捗度　④効率性

　　⑤有効性の観点から自己評価（０点、１点、２点、３点の４段階で点数化）を行いました。

　■評価(令和5年度評価)

　　　令和5年度評価は、評価結果の合計点からS(１５～１１点以上)、A(１０点)、B(９～６点)、

　　C(５～０点)の４段階で判定し、その成果・評価コメントを記載しました。あわせて、事業の今後

　　の方向性について、６段階(拡大・・・拡大させていく事業、維持・・・現状維持させる事業、

　　改善・・・見直し・改善が必要な事業、縮小・・・縮小が必要な事業、休廃止・・・廃止もしくは

　　休止せざるを得ない事業、完了・・・当該年度で完了・終了した事業）で判定しています。

　　今後、この評価結果を踏まえて、事業を推進し、教育施策を展開していきます。

（5） 知見の活用

　　　点検・評価の客観性を確保するため、教育に関して学識経験を有する方２名に依頼し、点

　　検・評価全般についての所見、総評をいただきました。

 森　田　　啓　之　　氏　    兵庫教育大学大学院教授

 松　尾　  光　明　  氏　    元高砂市立小学校長
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３　教育委員会の活動状況

　（1） 高砂市教育委員会委員（令和６年３月３１日現在）

自 　令和   ４年１２月２5日

至　令和  ７年１２月２４日

委　　員 自　平成１９年１２月２７日

（教育長職務代理者） 至　令和　９年１２月２６日

自　平成１８年　４月　１日

至　令和　８年　３月３１日

自　平成２８年１２月２５日

至　令和　６年　３月３１日

自　令和　３年　４月　１日

至　令和　７年　３月３１日

　（2）教育委員会会議の開催状況

　 原則として毎月第４木曜日に「定例教育委員会」を開催し、必要に応じて「臨時教育委

員会」を開催しています。

　 令和５年度は定例教育委員会を１２回、臨時教育委員会を９回開催しました。

　（3）議案審議件数

   令和５年度は議案５０件、協議事項２８件、報告事項４５件について審議しました。

　（4）教育委員会会議の結果の公表

   教育委員会の会議については、一部非公開となった内容を除き、高砂市ホームペー

ジにおいて、会議の結果を公表し、教育委員会の透明性の確保に努めました。

　（5）教育委員の活動状況

  学校現場の現状や取組を把握するため、学校園訪問や学校園行事に参加しました。

また、教育委員会連合会等の実施する研修会等へ参加し、教育行政に関する動向や

諸問題の把握及び情報交換等を行うことにより、教育委員の資質の向上に努めました。

　（６）総合教育会議の開催

   令和５年度は、２回開催され、教育の重要課題に対して市長との協議調整を行いました。

委　　員 吉屋
よ し や

　章
あきら

𠮷田
よ し だ

　美香
み か

委　　員 山名
や ま な

　克
かつ

典
のり

委　　員 神尾
じ ん お

　信作
しんさく

職　　名 氏　　名 任　　　　期

教　育　長 玉野
た ま の

　有
くにひこ

彦
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４　事務事業点検・評価シート

総合評価

番号 事務事業名

 重点テーマ1　自立的に自己の未来を切り拓く力を育てる学校教育の推進

 1 授業力の向上 学校教育課 A 拡大 8

2 ALTの配置 学校教育課 A 維持 10

3 ICT機器を活用した授業づくり 学校教育課 A 維持 12

4 情報モラル教育の充実 学校教育課 A 維持 14

5 地元企業・外部人材との連携 学校教育課 S 維持 16

6 教職員の人権意識高揚と指導力向上 学校教育課 A 維持 18

7 校内支援体制の充実 学校教育課 S 維持 20

8 いじめへの対応 学校教育課 A 拡大 22

9 不登校への対応 学校教育課 A 拡大 24

10 発達段階に応じた体験活動 学校教育課 A 維持 26

11 各種運動の適切な位置づけ 学校教育課 A 維持 28

12 家庭・地域との連携 学校教育課 A 維持 30

13 心と命を学ぶ教育の推進 学校教育課 A 維持 32

S・・・当初目標以上の成果が得られた事業

A・・・当初目標通りの成果だった事業

　　　令和５年度実施事業の点検・評価事業一覧

点検・評価対象事業
担当課

総合
評価

(５年度)

次年度
の方向

性

C・・・取組の検証が必要な事業

B・・・当初目標から遅れているもの、当初目標ほどの成果が得られていない事業

頁
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番号 事務事業名

点検・評価対象事業
担当課

総合
評価

(５年度)

次年度
の方向

性
頁

14 継続的な支援体制づくりの推進 学校教育課 A 維持 34

15 教職員の指導力の向上 学校教育課 S 維持 36

16
障がい加配教員、介助員、スクールアシスタ
ントの配置

学校教育課 S 拡大 38

17 教育・保育内容の充実 幼児保育課 A 休廃止 40

18 教職員の資質能力の向上 幼児保育課 A 維持 42

 重点テーマ２　学びと成長を支える学校・家庭・地域が連携した教育の推進

19 学校評議員制度の充実 学校教育課 A 拡大 44

20
保育所、幼稚園、認定こども園における子育
て支援

幼児保育課 A 維持 46

学校教育課 A 維持 48

幼児保育課 A 維持 50

22 開かれた学校づくりの推進 学校教育課 A 維持 52

23 教職員のライフステージに応じた研修の充実 学校教育課 S 維持 54

 重点テーマ３　豊かな学びを提供し未来につなぐ生涯教育の推進

24 図書館の運営 生涯学習課 A 維持 56

25 ニーズに応じた学習内容の提供 教育センター A 維持 58

生涯学習課 A 維持 60

教育センター A 維持 62

27 図書館サービスの充実 生涯学習課 A 維持 64

28 地域の歴史や伝統文化を学ぶ機会の充実 生涯学習課 A 維持 66

21 家庭学習等家庭での生活習慣の啓発

26 情報提供の推進
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番号 事務事業名

点検・評価対象事業
担当課

総合
評価

(５年度)

次年度
の方向

性
頁

29 文化財の保存及び活用 生涯学習課 A 維持 68
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千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

う ち 一 般 財 源

主 な 経 費
報償費 報償費 報償費 報償費

540245 千円 465 395 千円

【事業費の推移】

令 和 ５ 年 度
実  施  効  果

研修を通じて教師は新しい教育技術や方法を学び、自身の指導スタイルを改善することができた。
特に思考ツール・知識構成型ジグソー法やこども同士の対話に重点を置いた研修を実施した。

【事業の指標・取組状況】

指　標　・　取 組 状 況 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
最終

561 565 千円 851

345 千円 561 565 千円 851

事 業 費 （ 計 ）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

105以上
中３国語において全国学力・学習状況
調査における正答率８割以上の層の比
率（全国平均を１００とした場合の割合）

％ ー 78.5 78.8 81.4

345 千円

小６国語において全国学力・学習状況
調査における正答率８割以上の層の比
率（全国平均を１００とした場合の割合）

％ ー 91.4 82.7 90.8 105以上

目　標　値

対　　象 小・中学校の教職員

内　　容
教職員全体研修、初任者研修、外国語活動研修、ICT教育に係る研修、学力向上研修、道徳指導力向上研
修、特別支援教育研修　等

令 和 ５ 年 度
実  施  内  容

研修名・回数
・教職員全体研修　　１回     　・初任者研修（設置者研修）　３回　　　　・学力向上研修　 ３回
・特別支援教育研修　４回      ・道徳教育研修　２回　   　・人権教育研修　２回       ・図書館教育研修　１回　
・スポーツ医学、水泳実技講習　各１回      ・ティーチ・ラボ

関 連 根 拠 法 令 等 学習指導要領

【事務事業の実施概要】

目　　的
授業研究会や研修会等を通して、効果的な授業展開を考える等、「主体的・対話的で深い学び」の実現に向
けた授業づくりに取り組む。

目　　標
（令和6年度末達成）

キャリアステージに応じた研修等により、授業力の向上を図る。

【事務事業の基本情報（第３期高砂市教育振興基本計画での位置づけと関連根拠法令等）】

重　点　テ　ー　マ １　自立的に自己の未来を切り拓く力を育てる学校教育の推進

基　本　施　策 ①　確かな学力の定着と活用する力の育成

具　体　的　施　策 (1)　学力向上方策の充実

　　事 務 事 業 点 検 ・ 評 価 シ ー ト（令和５年度実施事業）

事 務 事 業 名 授業力の向上
No. 1

担当課 学校教育課
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【令和5年度評価】 （評価結果の合計点から判定されます）

⑤有効性
事業の実施により期待された効果（成果）
が得られたか

全教職員を対象とした研修、また、教職経験の浅い教職員だけでなく、指定され
た校務分掌担当の教職員等を対象とした研修など、具体的、実践的な研修を実
施することで、指導力の向上を図る機会とすることができたため。

評　　価 A 10
１５点～１１点　 S １０点 A

1

0

3

○ 2 主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業の実現、ICT教育、特別支援教
育など、教育課題に即した研修会を開催することで、学校や教職員に求められ
る実践的な指導力の向上を図ることができたため。

評価項目 評価結果 評価結果の説明

①事業内容の妥当性
事業の内容が市民ニーズや上位目的に
照らし妥当であったか

3

教職員の授業力の向上のため、様々な研修会を実施することができたため。

②市民ニーズへの適応性
市民ニーズに応え、満足度を上昇させる
ことができたか

教職員のキャリアステージや、近年の教育課題に応じた研修会を開催し、実践
的指導力の向上を図ることができたため。

【事務事業の点検】

評価基準

3 目標を上回る成果が得られたもの

2 目標通りの成果が得られたもの

1 目標から少し遅れているもの、目標ほどの成果が得られていないもの

0 全く進んでいないもの、見直しが必要なもの

　「授業力の向上」をめざす上では、教員一人一人の授業改善に対する意識の高揚が必要不可欠であることから、各研修の実施方
法や内容などについて工夫・改善を行い、より効果的な研修を実施することで教員の授業力向上につながったことは大いに評価で
きる。引き続き、教員の授業力向上に向け、研修がマンネリ化・形骸化しないように実のあるものをお願いしたい。

５点～０点 C９点～６点 B

○ 2

1

0

成 果 ・ 評 価 コ メ ン ト

授業力向上に向けた各研修の実施方法・実施内容等を工夫・検討するとともに、より効果的な研
修にするため、内容を精選することによって教師の授業力向上を図ることができた。また、業務改
善の観点から、従来、会場に集まって実施していた研修をオンデマンド研修やオンライン研修に
切り替え、実施した研修もあった。

課題および改善策
キャリアステージや教育課題に合わせた研修を行うことが必要であることを踏まえ、本市の課題
に応じた研修内容・方法等について再検討するとともに、より効果的な研修の開催を目指す。

【次年度の方向性】

次 年 度 の 方 向 性
（ 所 管 課 評 価 ）

拡大 拡大させていく事業

【学識経験者評価コメント】

③進捗度
年間あるいは５年後の達成目標に向け、
必要な事業を進めることができたか

教職員の大量退職、大量採用が続く中、新規採用者を含めた若手教職員の実
践的指導力の育成を図ることができたため。

④効率性
投入された資源量（人、金、時間）に見
合った結果が見られたか

1

0

3

○ 2

1

0

3

0

3

○ 2

○ 2

1
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千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

う ち 一 般 財 源

主 な 経 費
委託料 委託料 委託料 委託料 委託料

49,30249,093 千円 49,302 49,302 千円

【事業費の推移】

令 和 ５ 年 度
実  施  効  果

子ども主体の授業となるように改善。
教職員の英語教育に対する専門性の向上。

【事業の指標・取組状況】

指　標　・　取 組 状 況 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
年間

49,302 49,302 千円 49,302

49,155 千円 49,302 49,302 千円 49,302

事 業 費 （ 計 ）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

2,800

幼稚園・認定こども園のＡＬＴ
授業時間数（延べ時間）

時間 75 75 75 75 75

中学校のＡＬＴ授業時間数
（延べ時間）

時間 2,800 2,800 2,800 2,800

49,155 千円

小学校のＡＬＴ授業時間数
（延べ時間）

時間 5,600 5,600 5,600 5,600 5,600

目　標　値

対　　象
小・中学校の児童生徒
幼稚園、認定こども園の園児

内　　容
小・中学校へＡＬＴの配置
幼稚園・認定こども園へのALT交流活動

令 和 ５ 年 度
実  施  内  容

【ALTの配置】　・9人配置
【授業時数】・幼稚園・認定こども園：75時間
　　　　　　　 ・小学校：5,600時間 
　　　　　　　 ・中学校：2,800時間
【ALT研修】・外国語研修会：3回

関 連 根 拠 法 令 等 学習指導要領

【事務事業の実施概要】

目　　的 児童生徒及び園児の外国語によるコミュニケーション能力の素地を養う。

目　　標
（令和6年度末達成）

児童生徒の学習意欲を高め、主体的に外国語を用いてコミュニケーションを図ろうとする態度を育成する。

【事務事業の基本情報（第３期高砂市教育振興基本計画での位置づけと関連根拠法令等）】

重　点　テ　ー　マ １　自立的に自己の未来を切り拓く力を育てる学校教育の推進

基　本　施　策 ①　確かな学力の定着と活用する力の育成

具　体　的　施　策 (2)　外国語教育の充実

　　事 務 事 業 点 検 ・ 評 価 シ ー ト（令和５年度実施事業）

事 務 事 業 名 ALTの配置
No. 2

担当課 学校教育課
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【令和5年度評価】 （評価結果の合計点から判定されます）

⑤有効性
事業の実施により期待された効果（成果）
が得られたか

ＡＬＴとの活動を通して、児童生徒及び園児のコミュニケーション能力の素地を
養い、話すこと・聞くことなどの実践的な言語運用能力の育成への基盤づくりが
できたため。

評　　価 A 10
１５点～１１点　 S １０点 A

1

0

3

○ 2 ＡＬＴを効果的に活用することにより、話すこと・聞くことに関する活動量が増え、
外国語の実践的な運用能力を育成するための基盤づくりができたため。

評価項目 評価結果 評価結果の説明

①事業内容の妥当性
事業の内容が市民ニーズや上位目的に
照らし妥当であったか

3

ＡＬＴの計画的、意図的な活用により、児童生徒に魅力ある授業を行うことがで
きたため。

②市民ニーズへの適応性
市民ニーズに応え、満足度を上昇させる
ことができたか

各校のホームページや学校だよりなどを通じてＡＬＴとの授業を公開すること
で、学校における教育活動について啓発し、教育内容への理解を深めることが
できたため。

【事務事業の点検】

評価基準

3 目標を上回る成果が得られたもの

2 目標通りの成果が得られたもの

1 目標から少し遅れているもの、目標ほどの成果が得られていないもの

0 全く進んでいないもの、見直しが必要なもの

　ＡＬＴを計画的に配置し、授業時間数も確保でき、子ども主体の授業となるように改善に向けて努力するなど、効果的に活用でき
ている。引き続き、特別な支援を要する児童生徒の能力向上を行うとともに、今後さらなる ＡＬＴと学級担任、英語専科教師の連携
並びに資質向上に向けた取組を期待したい。

５点～０点 C９点～６点 B

○ 2

1

0

成 果 ・ 評 価 コ メ ン ト

小学校３・４年においては週に１時間以上、小学校５・６年においては週に２時間以上、中学校にお
いては週に１時間以上のＡＬＴ活用授業が実施できるように計画的に配置したことにより、話すこ
と・聞くことに関する活動量が増加した。また、パフォーマンステスト等、評価に関する活動につい
てもＡＬＴを効果的に活用することができた。

課題および改善策
特別な支援が必要な児童生徒への適切な支援方法の共有や対話的な言語活動量のさらなる増
加に向けて、ALTと教職員がより一層連携・授業改善の実施に取り組む必要がある。

【次年度の方向性】

次 年 度 の 方 向 性
（ 所 管 課 評 価 ）

維持 現状維持させる事業

【学識経験者評価コメント】

③進捗度
年間あるいは５年後の達成目標に向け、
必要な事業を進めることができたか

新学習指導要領の内容に準拠して、外国語学習及び外国語活動の充実を目指
して派遣会社によるＡＬＴを継続して配置することができたため。

④効率性
投入された資源量（人、金、時間）に見
合った結果が見られたか

1

0

3

○ 2

1

0

3

0

3

○ 2

○ 2

1

11



千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

う ち 一 般 財 源

主 な 経 費
使用料及び賃借料 委託料 委託料 使用料及び賃借料

56,60491,238 千円 45,546 42,491 千円

【事業費の推移】

令 和 ５ 年 度
実  施  効  果

授業者はデジタル教材やオンラインリソースの活用方法を学ぶことができた。

【事業の指標・取組状況】

指　標　・　取 組 状 況 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
年間

79,621 79,083 千円 104,439

130,373 千円 15,529 2,352 千円 100,239

事 業 費 （ 計 ）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

18ICTを活用した教職員研修 回 16 23 22 22

141,455 千円

ICTを活用した研究授業発表会 回 2 2 2 2 2

目　標　値

対　　象 小・中学校の教職員

内　　容
情報教育に関する研修
ICT機器を活用した学習活動

令 和 ５ 年 度
実  施  内  容

小中学校の校内Wi-Fi環境の構築
情報教育に係る研修会　
　・ドリルパーク研修会（全16校）　・校内授業研修会
　・学力向上研修会（知識構成型ｼﾞｸﾞｿｰ法・自由進度学習）　
　・ドローンを活用したプログラミング研修会（2校）
ICT支援員の活動状況　　活動回数919回(全16校)

関 連 根 拠 法 令 等 学校教育の情報化の推進に関する法律・学習指導要領

【事務事業の実施概要】

目　　的 教員研修を行い、コンピュータや情報通信ネットワーク等を適切に活用した学習活動の充実を図る。

目　　標
（令和6年度末達成）

児童生徒がICT機器を適切に活用し、個別最適化された学びや協働的な学びを実現するための教職員の指
導力向上を図る。

【事務事業の基本情報（第３期高砂市教育振興基本計画での位置づけと関連根拠法令等）】

重　点　テ　ー　マ １　自立的に自己の未来を切り拓く力を育てる学校教育の推進

基　本　施　策 ①　確かな学力の定着と活用する力の育成

具　体　的　施　策 (3)　情報教育の充実

　　事 務 事 業 点 検 ・ 評 価 シ ー ト（令和５年度実施事業）

事 務 事 業 名 ICT機器を活用した授業づくり
No. 3

担当課 学校教育課
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【令和5年度評価】 （評価結果の合計点から判定されます）

⑤有効性
事業の実施により期待された効果（成果）
が得られたか

児童生徒が学習で使用する1人１台タブレットが導入され、授業改善が図れたた
め。また、教職員が学習用タブレット等のICT機器を指導する力にも向上が見ら
れたため。

評　　価 A 10
１５点～１１点　 S １０点 A

1

0

3

○ 2 児童生徒が学習で使用する1人１台タブレットを活用した授業の改善が図られた
ことと、研修会を通じて、教職員のICT活用能力が向上したため。

評価項目 評価結果 評価結果の説明

①事業内容の妥当性
事業の内容が市民ニーズや上位目的に
照らし妥当であったか

3

児童・生徒がICT機器を適切に活用し、個別最適化された学びや協働的な学び
を行える環境を推進することができたため。

②市民ニーズへの適応性
市民ニーズに応え、満足度を上昇させる
ことができたか

教職員が導入されたICT機器の活用方法を工夫することにより、児童生徒にとっ
て視覚的にわかりやすい授業に取り組むことができたため。

【事務事業の点検】

評価基準

3 目標を上回る成果が得られたもの

2 目標通りの成果が得られたもの

1 目標から少し遅れているもの、目標ほどの成果が得られていないもの

0 全く進んでいないもの、見直しが必要なもの

　通信環境が改善され、一人一台端末の有効的な活用が進むなど、授業改善も行われている。情報活用能力は、今後も社会のな
かで不可欠な力であり、学力の要素でもあることから、引き続き、端末を効果的に活用し、学力の向上に結びつけていくことを期待
したい。

５点～０点 C９点～６点 B

○ 2

1

0

成 果 ・ 評 価 コ メ ン ト
オンライン教材やデジタルリソースを瞬時に利用できるようになったことで、授業の柔軟性が増
し、最新の情報や資料を授業に取り入れることが可能になった。教師に対する授業支援や研修会
を通して、最新の教育技術を効果的に活用することができた。

課題および改善策
オンライン教材やデジタルリソースの利用に留まらず、授業を行う上での課題を再確認し、新たに
取り入れた教育技術を使って、その課題の解決・改善に繋げる。

【次年度の方向性】

次 年 度 の 方 向 性
（ 所 管 課 評 価 ）

維持 現状維持させる事業

【学識経験者評価コメント】

③進捗度
年間あるいは５年後の達成目標に向け、
必要な事業を進めることができたか

Society5.0や高砂STEAM教育の推進に向けて、ICT機器の充実及び環境改善を
行うとともに、教職員のICT活用スキルの向上を図ることができたため。

④効率性
投入された資源量（人、金、時間）に見
合った結果が見られたか

1

0

3

○ 2

1

0

3

0

3

○ 2

○ 2

1
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千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

う ち 一 般 財 源

主 な 経 費
報償費 報償費 報償費 報償費

540245 千円 465 395 千円

【事業費の推移】

令 和 ５ 年 度
実  施  効  果

情報モラル教育の充実を図るために、生徒会や講座での啓発活動と「事例で学ぶネットモラル」ソフトの活用
を通じて、子どもたちの意識向上が図られた。また、教職員においても、生成AIのガイドライン作成やタブレッ
トのガイドライン見直しにより、個人情報の適切な管理が強化され、安全な学習環境が提供された。

【事業の指標・取組状況】

指　標　・　取 組 状 況 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
年間

561 565 千円 851

345 千円 561 565 千円 851

事 業 費 （ 計 ）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

2各校の情報教育研修会 回 2 3 3 3

345 千円

いきいき生徒会会議の実施 回 1 1 2 2 2

目　標　値

対　　象 小・中学校の児童生徒　教職員

内　　容
スマートフォンやSNS等の利用によるトラブル・犯罪の防止講座
情報モラル教育

令 和 ５ 年 度
実  施  内  容

いきいき生徒会会議（８月・１２月）
インターネットトラブル防止啓発講座
「事例で学ぶネットモラル」ソフトの活用

関 連 根 拠 法 令 等 学習指導要領

【事務事業の実施概要】

目　　的 家庭や関係機関と連携し、スマートフォンやSNS等の利用によるトラブルの防止や犯罪から児童生徒を守る。

目　　標
（令和6年度末達成）

児童生徒が、Society5.0と呼ばれる新しい情報社会の特性を理解するとともに、ICT機器を有効的に活用し、
学校生活にいかすことができる。

【事務事業の基本情報（第３期高砂市教育振興基本計画での位置づけと関連根拠法令等）】

重　点　テ　ー　マ １　自立的に自己の未来を切り拓く力を育てる学校教育の推進

基　本　施　策 ①　確かな学力の定着と活用する力の育成

具　体　的　施　策 (3)　情報教育の充実

　　事 務 事 業 点 検 ・ 評 価 シ ー ト（令和５年度実施事業）

事 務 事 業 名 情報モラル教育の充実
No. 4

担当課 学校教育課
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【令和5年度評価】 （評価結果の合計点から判定されます）

⑤有効性
事業の実施により期待された効果（成果）
が得られたか

学習用タブレットを積極的に活用することで、情報を主体的に選択・活用できる
能力や情報モラルの向上を図る上で効果があったため。

評　　価 A 10
１５点～１１点　 S １０点 A

1

0

3

○ 2 学習用タブレットや電子黒板を活用した授業を通して、ICT機器の適正な使い方
について学ぶことができたため。

評価項目 評価結果 評価結果の説明

①事業内容の妥当性
事業の内容が市民ニーズや上位目的に
照らし妥当であったか

3

情報を主体的に選択・活用できる能力を培ったり、情報モラルの向上を図ったり
する上で効果があったため。

②市民ニーズへの適応性
市民ニーズに応え、満足度を上昇させる
ことができたか

学習用タブレットや電子黒板を活用することにより、児童・生徒がコンピュータや
インターネットをより活用できる機会が増加したため。

【事務事業の点検】

評価基準

3 目標を上回る成果が得られたもの

2 目標通りの成果が得られたもの

1 目標から少し遅れているもの、目標ほどの成果が得られていないもの

0 全く進んでいないもの、見直しが必要なもの

　ガイドラインの見直しとともに教職員及び児童生徒が活用することで、情報教育モラルの向上並びに個人情報の取扱が改善され
たことは評価できる。引き続き、情報社会の進展により発生するトラブルにも対応できるよう、保護者への啓発も含め関係機関と連
携し、情報教育モラルやセキュリティ教育に関する取組に力を入れられることを期待したい。

５点～０点 C９点～６点 B

○ 2

1

0

成 果 ・ 評 価 コ メ ン ト
インターネットトラブル防止啓発講座、「事例で学ぶネットモラル」ソフト等の活用を通じて、子ども
たちの情報モラルに対する啓発に努めた。また、生成AIの使い方やタブレットのガイドライン見直
しにより、個人情報の取り扱いが改善され、安全で適切な学習環境を整えることができた。

課題および改善策

子どもたちが情報モラルをより深く理解し、インターネット上でのトラブル防止意識が高まったこと
が大きな成果である。また、生成AIやタブレット使用に関するガイドラインを見直すことで、個人情
報保護が一層強化され、安全な教育活動が実現された。今後も継続して情報モラル教育を推進
していく。

【次年度の方向性】

次 年 度 の 方 向 性
（ 所 管 課 評 価 ）

維持 現状維持させる事業

【学識経験者評価コメント】

③進捗度
年間あるいは５年後の達成目標に向け、
必要な事業を進めることができたか

タブレット活用についてのガイドラインを改定し、児童生徒への情報モラルの指
導に役立てたため。

④効率性
投入された資源量（人、金、時間）に見
合った結果が見られたか

1

0

3

○ 2

1

0

3

0

3

○ 2

○ 2

1
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千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

う ち 一 般 財 源

主 な 経 費
報償費 報償費 報償費 報償費

345 千円 561 565 千円

245 千円 465 395

事 業 費 （ 計 ）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

345 千円 561 565 千円 851

千円

851

540

【事業費の推移】

令 和 ５ 年 度
実  施  効  果

外部人材との連携により、児童生徒の興味・関心を高めるだけでなく、教職員の資質・能力の向上につなげ
ることができた。

【事業の指標・取組状況】

指　標　・　取 組 状 況 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
目　標　値

年間

【事務事業の基本情報（第３期高砂市教育振興基本計画での位置づけと関連根拠法令等）】

重　点　テ　ー　マ １　自立的に自己の未来を切り拓く力を育てる学校教育の推進

基　本　施　策 ①　確かな学力の定着と活用する力の育成

具　体　的　施　策 (4)　理数教育の充実

　　事 務 事 業 点 検 ・ 評 価 シ ー ト（令和５年度実施事業）

事 務 事 業 名 地元企業・外部人材との連携
No. 5

担当課 学校教育課

対　　象 小・中学校の児童生徒　教職員

内　　容 高等学校、大学、博物館等の外部人材による実験の演示・特別授業の実体験の活用

令 和 ５ 年 度
実  施  内  容

・博物館等の外部人材による特別授業
・高等学校教員による観察実技研修
・明石高専によるプログラミング学習
・地元企業との連携（カネカ、キッコーマン、サントリー）

関 連 根 拠 法 令 等 学習指導要領

【事務事業の実施概要】

目　　的
企業等の協力による出前授業や工場見学、外部人材を活用し、児童生徒の理科、算数・数学への興味・関
心を高める。

目　　標
（令和6年度末達成）

児童生徒の興味・関心を高めるため、外部人材を活用し、教職員の観察・実験の技能を高め、指導力向上を
図る。

外部人材との連携 回 4 4 6 10 7
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【令和5年度評価】 （評価結果の合計点から判定されます）

成 果 ・ 評 価 コ メ ン ト
外部人材との連携により、児童生徒の興味・関心を高めるだけでなく、教職員の資質・能力の向
上につなげることができた。特別授業を実施することにより、教職員が授業において子どもたちの
興味・関心の引き付け方や専門的な知識・技能について研鑽することができた。

課題および改善策
外部人材との連携については、各校の特色を生かしながら各種団体と調整を行っていく必要があ
る。

【事務事業の点検】

評価基準

3 目標を上回る成果が得られたもの

１５点～１１点　 S １０点 A

2 目標通りの成果が得られたもの

1 目標から少し遅れているもの、目標ほどの成果が得られていないもの

0 全く進んでいないもの、見直しが必要なもの

0

3

○ 2

1

評価項目 評価結果 評価結果の説明

①事業内容の妥当性
事業の内容が市民ニーズや上位目的に
照らし妥当であったか

3

外部人材の活用により専門的な特別授業を行うことができたため。

②市民ニーズへの適応性
市民ニーズに応え、満足度を上昇させる
ことができたか

ホームページや学校だよりなどを通じて特別授業を公開することで、学校におけ
る教育活動について啓発し、教育内容への理解を深めることができたため。

③進捗度
年間あるいは５年後の達成目標に向け、
必要な事業を進めることができたか

兵庫県の事業を活用した外部人材との連携を継続させるとともに、大学や高専
などの外部団体とも連携することができたため。

1

0

○ 3

○ 2

1

0

2

1

0

3

3

○ 2

【次年度の方向性】

次 年 度 の 方 向 性
（ 所 管 課 評 価 ）

維持 現状維持させる事業

【学識経験者評価コメント】

　地元企業との連携により新たな外部人材を発掘でき、児童生徒の興味・関心並びに教職員の資質・能力の向上につながったこと
は評価できる。引き続き、地元企業や公的機関などとの連携を図り、難しいところがあるが新たな外部人材を発掘し、特別授業の
精選と充実並びに情報発信をお願いしたい。

④効率性
投入された資源量（人、金、時間）に見
合った結果が見られたか

専門的な実験の演示や特別授業を体験することで、児童・生徒の理科、算数・数
学に対する興味・関心を高めることができたため。

５点～０点 C９点～６点 B

○ 2

1

0

⑤有効性
事業の実施により期待された効果（成果）
が得られたか

実験の実技講習により、教職員の資質・能力の向上が見られ、児童・生徒の更
なる興味・関心を引くことができたため。また、専門的な特別授業は、既習内容
を深めることができたため。

評　　価 S 11
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千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

う ち 一 般 財 源

主 な 経 費
委託料 委託料 委託料 委託料

240240 千円 240 240 千円

【事業費の推移】

令 和 ５ 年 度
実  施  効  果

新たな人権課題に関する知識的理解の深化、小学校におけるジェンダーフリー教育の取組発表、中学校で
の制服の見直しや支援体制の整備。

【事業の指標・取組状況】

指　標　・　取 組 状 況 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
年間

240 240 千円 240

240 千円 240 240 千円 240

事 業 費 （ 計 ）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

90

教職員人権教育研修会 回 実施せず
コロナ感染症防止のため 1 1 2 2

児童生徒質問紙「自分にはよいところがある
と思いますか」の肯定的な回答割合（中３） ％ R２年度全国調査なし

78（元年度） 74 77.9 79.2

240 千円

児童生徒質問紙「自分にはよいところがある
と思いますか」の肯定的な回答割合（小６） ％ R２年度全国調査なし

８３（元年度） 75.1 76.3 85.7 90

目　標　値

対　　象 小・中学校の児童生徒　教職員

内　　容
人権教育の研究指定校での実践
各校や市主催の研修会の実施

令 和 ５ 年 度
実  施  内  容

・人権教育研究指定校：小学校１校、中学校１校
・人権標語、ポスター等の作成（小・中学校）　
・人権合同担当者会、教職員人権教育研修会での「性の多様性」に関する研修や研究
・中学校６校区における「園・小・中合同人権学習会」での研修や研究 
・中学校における「多様な性の講演会」「デートDV防止講座」の実施

関 連 根 拠 法 令 等 高砂市人権教育基本方針

【事務事業の実施概要】

目　　的
教職員自身の人権意識が学習者にとって重要な学習環境であるという認識に立ち、自己研鑽と人権意識の
高揚に努め、人権に関する知的理解の進化と人権感覚の育成を通じて「自分の大切さとともに他の人の大
切さを認める」ことのできる子どもを育成する。

目　　標
（令和6年度末達成）

教職員の人権意識を向上させ、児童生徒の心の安定を図る。

【事務事業の基本情報（第３期高砂市教育振興基本計画での位置づけと関連根拠法令等）】

重　点　テ　ー　マ １　自立的に自己の未来を切り拓く力を育てる学校教育の推進

基　本　施　策 ②　豊かな心と健やかな体を育む教育の充実

具　体　的　施　策 (2)　人権を大切にした教育の充実

　　事 務 事 業 点 検 ・ 評 価 シ ー ト（令和５年度実施事業）

事 務 事 業 名 教職員の人権意識高揚と指導力向上
No. 6

担当課 学校教育課
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【令和5年度評価】 （評価結果の合計点から判定されます）

⑤有効性
事業の実施により期待された効果（成果）
が得られたか

各学校園がそれぞれに工夫し、教育活動全般を通じて人権教育を推進すること
ができたため。

評　　価 A 10
１５点～１１点　 S １０点 A

1

0

3

○ 2 小・中学校それぞれ1校が２年間の研究指定を受け研究を進めることができたた
め。
令和５年度は、中学校で中間発表を、小学校で本発表を行うことができたため。

評価項目 評価結果 評価結果の説明

①事業内容の妥当性
事業の内容が市民ニーズや上位目的に
照らし妥当であったか

3
園・学校や地域の実態を踏まえ、人権教育の目標や全体計画及び年間指導計
画を作成するなど人権教育推進体制を整備することができたため。各校におい
て、計画に則って実践的指導力の向上に向けた取組を進めることができたた
め。

②市民ニーズへの適応性
市民ニーズに応え、満足度を上昇させる
ことができたか

人権教育合同担当者会を適宜開催し、中学校区ごとにテーマを設定し、学校園
や地域における人権課題や人権教育の取り組みに等について話し合い、人権教
育の推進に努めることができたため。

【事務事業の点検】

評価基準

3 目標を上回る成果が得られたもの

2 目標通りの成果が得られたもの

1 目標から少し遅れているもの、目標ほどの成果が得られていないもの

0 全く進んでいないもの、見直しが必要なもの

　「人権教育全体計画、年間指導計画」に沿って組織的・計画的な取組及び実践的な研修を学校園において積極的に実施されて
おり、そのことが児童生徒の人権意識の向上につながっている点は評価したい。社会情勢の変化を踏まえ、性の多様性などをはじ
めとする今日的人権問題を正しく理解し、その解決をめざして今後とも子どもや保護者への人権感覚の啓発について丁寧で粘り強
い取組を期待したい。

５点～０点 C９点～６点 B

○ 2

1

0

成 果 ・ 評 価 コ メ ン ト

学校園において、人権教育全体計画、年間指導計画に則り、各学校園で人権教育の推進に努め
てきた。また、教職員を対象とした人権教育研修会や、中学校区ごとに実施している合同人権学
習会、さらに学校園における研究実践などをとおして、教職員1人1人が人権教育への理解を深
め、人権感覚を養い、自分の人権を守り、他者の人権も守ることのできる子どもの育成に取り組ん
でいる。

課題および改善策

学校や子どもたちを取り巻く社会情勢は大きく変化しており、インターネットによる人権侵害や多
様な性にかかる人権問題等、子どもたちは新たな人権課題に直面している。こうした中、学校に
おける人権教育の取組は、家庭や地域をはじめとする多くの人に支えられてこそ、その効果を発
揮すると考える。人権教育は学校だけの実践ではなく、家庭や地域社会との連携・協働していく必
要がある。

【次年度の方向性】

次 年 度 の 方 向 性
（ 所 管 課 評 価 ）

維持 現状維持させる事業

【学識経験者評価コメント】

③進捗度
年間あるいは５年後の達成目標に向け、
必要な事業を進めることができたか

コロナ前に行っていた事業をほぼ復活させ、各学校においては教育活動全体の
中で人権教育を計画的に推進できたため。

④効率性
投入された資源量（人、金、時間）に見
合った結果が見られたか

1

0

3

○ 2

1

0

3

0

3

○ 2

○ 2

1
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千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

う ち 一 般 財 源

主 な 経 費
報酬 報酬 報酬 報酬

3,9204,976 千円 4,744 4,608 千円

【事業費の推移】

令 和 ５ 年 度
実  施  効  果

同一中学校区に継続してスクールソーシャルワーカーを配置することにより問題の解決事例が増加

【事業の指標・取組状況】

指　標　・　取 組 状 況 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
年間

4,971 4,837 千円 4,150

3,758 千円 3,320 3,229 千円 2,770

事 業 費 （ 計 ）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

5,632 千円

SSWの継続支援による児童生徒の
抱える問題の解決事例 例 5 9 15 35 10

目　標　値

対　　象 小・中学校の児童生徒

内　　容
スクールソーシャルワーカー、スクールカウンセラーの配置
校内支援委員会等の設置、及び教職員間での定期的な情報共有
関係機関との連携

令 和 ５ 年 度
実  施  内  容

・各中学校区へのスクールソーシャルワーカー配置　相談件数７４８件
・９名のスクールカウンセラー配置　相談件数１３８８件
・校内支援委員会等の設置、及び教職員間での定期的な情報共有
・学校問題サポートチーム（県教育委員会）、警察、福祉・医療機関等、関係機関との連携

関 連 根 拠 法 令 等 学校教育法　生徒指導提要

【事務事業の実施概要】

目　　的
教職員と児童生徒の人間的なふれあいを通して心の絆を深め、一人一人の児童生徒の内面理解に努める
とともに、教職員がチームとして、相互理解・連携しながら的確な支援体制の充実を図る。

目　　標
（令和6年度末達成）

人間的なふれあいを通して教職員と子どもが心の絆を深め、一人一人の内面に対する共感的理解に努める
とともに、子どもたち個々の良さを伸ばし、可能性を発揮できるようにする。

【事務事業の基本情報（第３期高砂市教育振興基本計画での位置づけと関連根拠法令等）】

重　点　テ　ー　マ １　自立的に自己の未来を切り拓く力を育てる学校教育の推進

基　本　施　策 ②　豊かな心と健やかな体を育む教育の充実

具　体　的　施　策 (4)　生徒指導の充実

　　事 務 事 業 点 検 ・ 評 価 シ ー ト（令和５年度実施事業）

事 務 事 業 名 校内支援体制の充実
No. 7

担当課 学校教育課
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【令和5年度評価】 （評価結果の合計点から判定されます）

⑤有効性
事業の実施により期待された効果（成果）
が得られたか

スクールソーシャルワーカーが、子どもの取り巻く環境に働きかけ、学校、家庭、
児童相談所、福祉といった関係機関のつなぎ役となって情報提供や調整を行っ
たため。その中で児童生徒、保護者、教職員を支援し、問題解決につなげる効
果が得られたため。

評　　価 S 11
１５点～１１点　 S １０点 A

1

0

3

○ 2
専門性の高いスクールソーシャルワーカーの配置は、児童生徒や保護者にとっ
て大きな存在であり重要な役割を果たしているため。様々な問題を抱える児童
生徒にとって、学校、家庭、地域で暮らしやすい生活が送れるように支援したり、
福祉制度を活用したりし、児童生徒にとって必要な支援が得られるように努める
ことができたため。

評価項目 評価結果 評価結果の説明

①事業内容の妥当性
事業の内容が市民ニーズや上位目的に
照らし妥当であったか

3

近年、児童生徒が抱える問題は多様化し、学校だけでは解決できない問題が多
くなっている。そこでスクールソーシャルワーカーが相談や支援、福祉制度の活
用等を行うことで、問題行動の解決につながることがあったため。

②市民ニーズへの適応性
市民ニーズに応え、満足度を上昇させる
ことができたか

児童生徒が抱える問題は多岐にわたり、特に福祉の面で専門性の高いスクール
ソーシャルワーカーの配置は児童生徒、保護者、学校にとって大きな存在となっ
ており、重要な役割を果たしているため。

【事務事業の点検】

評価基準

3 目標を上回る成果が得られたもの

2 目標通りの成果が得られたもの

1 目標から少し遅れているもの、目標ほどの成果が得られていないもの

0 全く進んでいないもの、見直しが必要なもの

　児童生徒の抱える問題が多様化・複雑化するなか、スクールソーシャルワーカーなどの配置により問題解決事例が増加したこと
は評価できる。問題解決のための人材確保は大変だろうが、ぜひ充実した体制を整えるとともに、子ども同様に保護者にとっても相
談しやすい環境を整えていただければありがたい。

５点～０点 C９点～６点 B

○ 2

1

0

成 果 ・ 評 価 コ メ ン ト
６中学校区にスクールソーシャルワーカーを継続的に配置していることにより、児童生徒や保護
者に対して適切な助言や支援を行うことができた。また、教職員と支援方針を相談し、情報を共
有する等、充実した支援体制を築くことができた。

課題および改善策

児童生徒が抱える多様な問題を解決するため、スクールソーシャルワーカーの配置を継続する。
多様な問題を抱える児童生徒に対し個に応じた支援を充実させるために、関係機関とより一層の
連携を図っていく。今後も問題を抱える児童生徒の生活環境の改善のために、各校への指導・支
援を継続していく必要がある。

【次年度の方向性】

次 年 度 の 方 向 性
（ 所 管 課 評 価 ）

維持 現状維持させる事業

【学識経験者評価コメント】

③進捗度
年間あるいは５年後の達成目標に向け、
必要な事業を進めることができたか

スクールソーシャルワーカーを学校の児童生徒への支援体制の中に位置づける
ことで、専門性を活かした重要な支援の役割を担えているため。また、児童生徒
の抱える問題の解決事例も増加しているため。

④効率性
投入された資源量（人、金、時間）に見
合った結果が見られたか

1

0

○ 3

2

1

0

3

0

3

○ 2

○ 2

1
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千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

う ち 一 般 財 源

主 な 経 費
報酬 報酬 報酬 報酬

13,27610,422 千円 12,630 12,820 千円

【事業費の推移】

令 和 ５ 年 度
実  施  効  果

令和5年度のいじめ認知件数は小学校72件、中学校19件となっており、うち「悩み相談シート」による認知が
76％を占めており、早期発見・早期対応にあたることができている。その結果、いじめの解消率も98％となっ
ている。

【事業の指標・取組状況】

指　標　・　取 組 状 況 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
年間

19,338 19,461 千円 20,290

15,806 千円 19,338 19,461 千円 20,290

事 業 費 （ 計 ）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

50
悩み相談シート等によるいじ
め認知事案（中学校）

件 40 15 7 9

15,806 千円

悩み相談シート等によるいじ
め認知事案（小学校）

件 127 89 85 60 200

目　標　値

対　　象 小・中学校の児童生徒　　教職員

内　　容
いじめ等の早期発見
いじめ問題解決に向けた協力体制構築
関係機関との連携

令 和 ５ 年 度
実  施  内  容

・「悩み相談シート」（学期に1回）「生活アンケート」（6月）の実施
・いじめ対応ネットワーク会議（9月、2月）の実施
・いじめ等の早期発見に対応したSSW・SCとの連携
・学校教育の基本方針の伝達
・各校生徒指導部会における情報共有　いじめ対応チームによる事案対応
・小・中学校生徒指導担当者会での情報共有

関 連 根 拠 法 令 等 学校教育法　いじめ防止対策推進法　生徒指導提要

【事務事業の実施概要】

目　　的
関係機関と連携し、いじめ相談に関する共通理解を図るとともに、いじめ問題の迅速な解決に向けた協力体
制を構築し、学校におけるいじめ問題への取組の一層の充実を図る。

目　　標
（令和6年度末達成）

子ども一人一人の理解とカウンセリングマインドをもとにして、個性を尊重した指導力の向上を図る。

【事務事業の基本情報（第３期高砂市教育振興基本計画での位置づけと関連根拠法令等）】

重　点　テ　ー　マ １　自立的に自己の未来を切り拓く力を育てる学校教育の推進

基　本　施　策 ②　豊かな心と健やかな体を育む教育の充実

具　体　的　施　策 (4)　生徒指導の充実

　　事 務 事 業 点 検 ・ 評 価 シ ー ト（令和５年度実施事業）

事 務 事 業 名 いじめへの対応
No. 8

担当課 学校教育課
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【令和5年度評価】 （評価結果の合計点から判定されます）

⑤有効性
事業の実施により期待された効果（成果）
が得られたか

いじめ問題に対し、校内の組織体制を整備し、家庭・地域及び関係機関等との
緊密な連携のもと、未然防止、早期発見・早期対応に努めることができたため。

評　　価 A 10
１５点～１１点　 S １０点 A

1

0

3

○ 2 スクールソーシャルワーカーやスクールカウンセラーの配置により、保護者、児
童生徒、教職員に対するカウンセリングや支援を継続することができたため。

評価項目 評価結果 評価結果の説明

①事業内容の妥当性
事業の内容が市民ニーズや上位目的に
照らし妥当であったか

3
児童生徒を支援する校内の体制整備とともに、関係機関との連携を積極的かつ
適切に行うことができたため。毎学期に１回、「悩み相談シート」を活用したアン
ケートを実施し、児童生徒の内面理解、いじめの早期発見・早期対応等に役立
てることができたため。

②市民ニーズへの適応性
市民ニーズに応え、満足度を上昇させる
ことができたか

スクールソーシャルワーカーやスクールカウンセラー及び関係機関との連携に
よる教育相談体制を継続させることができたため。

【事務事業の点検】

評価基準

3 目標を上回る成果が得られたもの

2 目標通りの成果が得られたもの

1 目標から少し遅れているもの、目標ほどの成果が得られていないもの

0 全く進んでいないもの、見直しが必要なもの

　早期発見・早期対応のシステムが定着し、多くのいじめを認知し、速やかに対応した成果が表れている。いじめが多様化・複雑化
する問題でもあり、引き続きいじめの認知に心を配り、早期発見、早期の適切な対応、スムーズに専門家と連携するなど、児童生
徒に寄り添って悩みに対応する体制の整備をお願いしたい。

５点～０点 C９点～６点 B

○ 2

1

0

成 果 ・ 評 価 コ メ ン ト

・「いじめ対応マニュアル」「学校危機対応ハンドブック～高砂市版～」等を活用して、教職員の危
機察知及び対応能力の向上を図った。
・「悩み相談シート」「生活アンケート」を活用し、潜在的ないじめの発見といじめの正確な実態把
握に努め、早期発見・早期対応にあたることができた。

課題および改善策

いじめの問題は、被害を受けた児童生徒の心身に重大な影響を及ぼすため、解決に向けて常に
様々な手立てを講じる必要がある。引き続き、「いじめ対応マニュアル」「学校危機対応ハンドブッ
ク～高砂市版～」等を活用して、教職員の対応能力の向上を図るほか、潜在的ないじめの発見と
いじめの正確な実態把握に努め、家庭・地域及び関係機関等との連携も充実させ、いじめの解消
にあたる。

【次年度の方向性】

次 年 度 の 方 向 性
（ 所 管 課 評 価 ）

拡大 拡大させていく事業

【学識経験者評価コメント】

③進捗度
年間あるいは５年後の達成目標に向け、
必要な事業を進めることができたか

「悩み相談シート」「生活アンケート」を活用し、いじめに対する積極的かつ正確
な実態把握に努め、潜在的ないじめの早期発見・早期対応に繋げることができ
たため。

④効率性
投入された資源量（人、金、時間）に見
合った結果が見られたか

1

0

3

○ 2

1

0

3

0

3

○ 2

○ 2

1

23



千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

う ち 一 般 財 源

主 な 経 費
報酬 報酬 報酬 報酬

13,27611,739 千円 12,630 12,820 千円

【事業費の推移】

令 和 ５ 年 度
実  施  効  果

児童生徒の多様な学びの場を提供することで、社会的自立の支援につながった。

【事業の指標・取組状況】

指　標　・　取 組 状 況 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
年間

19,338 19,461 千円 20,290

15,806 千円 19,338 19,461 千円 20,290

事 業 費 （ 計 ）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

4中学校の不登校出現率 ％ 4.26 4.46 5.64 6.77

17,693 千円

小学校の不登校出現率 ％ 0.99 1.54 2.00 2.77 0.8

目　標　値

対　　象 小・中学校の児童生徒　保護者

内　　容
不登校指導補助員・不登校問題等相談員の配置
校内サポートルーム・教育支援センターでの支援
スクールカウンセラーの派遣

令 和 ５ 年 度
実  施  内  容

・不登校児童生徒数：小学校123人・中学校161人
・不登校指導補助員（各中学校に1人）・不登校問題等相談員（教育支援センターに2人）の配置
・教育支援センター「のびのび教室」入級生４１人（小５人・中３６人）
・スクールカウンセラーへの相談件数　１３８８件（うち不登校３５１件）

関 連 根 拠 法 令 等 学校教育法　生徒指導提要

【事務事業の実施概要】

目　　的
不登校問題に迅速かつ的確に対応するため、校内支援体制の整備と家庭・地域及び関係機関との連携のも
と、未然防止、早期発見・早期対応を図る。

目　　標
（令和6年度末達成）

・不登校傾向の早期発見・早期対応を、組織として取り組む学校内の体制を整備する。
・温かい人間関係、規律と活気ある集団を育成するなど、不登校を生じさせない「学級づくり」「学校づくり」を目指す。
・不登校の原因や背景をつかみ、適切な支援の方法を検討し、実行する。

【事務事業の基本情報（第３期高砂市教育振興基本計画での位置づけと関連根拠法令等）】

重　点　テ　ー　マ １　自立的に自己の未来を切り拓く力を育てる学校教育の推進

基　本　施　策 ②　豊かな心と健やかな体を育む教育の充実

具　体　的　施　策 (4)　生徒指導の充実

　　事 務 事 業 点 検 ・ 評 価 シ ー ト（令和５年度実施事業）

事 務 事 業 名 不登校への対応
No. 9

担当課 学校教育課
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【令和5年度評価】 （評価結果の合計点から判定されます）

⑤有効性
事業の実施により期待された効果（成果）
が得られたか

スクールカウンセラー、不登校指導補助員、不登校問題等相談員などによる不
登校児童生徒に対する支援、相談体制の継続により、不登校の状況が改善傾
向となる児童生徒が見られたため。

評　　価 A 10
１５点～１１点　 S １０点 A

1

0

3

○ 2
専門性の高いスクールカウンセラーの配置は、児童生徒や保護者にとって重要
な役割を果たしているとともに、不登校生にとって、校内サポートルームでの不
登校指導補助員の支援は、学校での心のよりどころとなっているため。また、不
登校問題等相談員の支援により、学校への復帰につながった生徒もみられたた
め。

評価項目 評価結果 評価結果の説明

①事業内容の妥当性
事業の内容が市民ニーズや上位目的に
照らし妥当であったか

3
学校に行けなくなる原因は、学校や家庭のこと等様々な問題が重なり合って起
こっていることが多く、スクールカウンセラーや不登校指導補助員、不登校問題
等相談員が相談や支援を行うことで、不登校の防止、解消につなげることができ
たため。

②市民ニーズへの適応性
市民ニーズに応え、満足度を上昇させる
ことができたか

不登校を引き起こす原因は多岐にわたり、専門性の高いスクールカウンセラー
や不登校指導補助員、不登校問題等相談員は、児童生徒や保護者、学校に
とって大きな存在であり、重要な役割を果たしているため。

【事務事業の点検】

評価基準

3 目標を上回る成果が得られたもの

2 目標通りの成果が得られたもの

1 目標から少し遅れているもの、目標ほどの成果が得られていないもの

0 全く進んでいないもの、見直しが必要なもの

　不登校児童生徒に対する人的支援並びに多様な学びの場の提供により、社会的自立の支援につながったことは喜ばしいことで
ある。今後も課題を抱える児童生徒やその保護者が増えるなか、児童生徒に寄り添って悩みに対応する体制の充実とさまざまな
困難や問題点について検証しながら、校内サポートルームなどを増やしていってほしい。

５点～０点 C９点～６点 B

○ 2

1

0

成 果 ・ 評 価 コ メ ン ト
不登校指導補助員の配置により、個に応じた学習・生活指導等の支援を行うことができた。また、
スクールカウンセラーの配置により、児童生徒や保護者への助言・支援を行うとともに、その内容
を教職員と共有する等、支援体制を継続することができた。

課題および改善策

個に応じた指導や学習・生活指導を充実させるため、中学校への不登校指導補助員の配置を継
続するとともに、不登校児童数が急激に増加している小学校への配置が求められる。また、教育
支援センター「のびのび教室」での支援の充実のため、学校や関係機関との一層の連携が求めら
れる。今後も不登校児童生徒への対応等の在り方について、各校への指導を継続していく。

【次年度の方向性】

次 年 度 の 方 向 性
（ 所 管 課 評 価 ）

拡大 拡大させていく事業

【学識経験者評価コメント】

③進捗度
年間あるいは５年後の達成目標に向け、
必要な事業を進めることができたか

教育支援センター「のびのび教室」での支援によって登校できるようになった児
童生徒については、スクールカウンセラーや不登校指導補助員と連携し学校生
活に慣れるように支援することができたため。

④効率性
投入された資源量（人、金、時間）に見
合った結果が見られたか

1

0

3

○ 2

1

0

3

0

3

○ 2

○ 2

1
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千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

う ち 一 般 財 源

主 な 経 費
委託料 委託料 委託料 委託料

26,6355,813 千円 25,321 25,553 千円

【事業費の推移】

令 和 ５ 年 度
実  施  効  果

学校の教室外での学びを体験することで、より一層主体的に学習に取り組むことができた。

【事業の指標・取組状況】

指　標　・　取 組 状 況 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
年間

25,452 25,680 千円 26,767

149 千円 16,222 16,469 千円 16,255

事 業 費 （ 計 ）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

6体験活動実施（中学校） 校 6 6 6 6

5,946 千円

体験活動実施（小学校） 校 10 10 10 10 10

目　標　値

対　　象 小・中学校の児童生徒

内　　容 「環境体験」「自然学校」「わくわくオーケストラ教室」「トライやる・ウィーク」「トライやるアクション」の実施

令 和 ５ 年 度
実  施  内  容

・「環境体験」…全小学校の3年生で実施
・「自然学校」…全小学校の5年生で4泊5日実施
・「わくわくオーケストラ教室」…全中学校の1年生で実施
・「トライやる・ウィーク」…全中学校の2年生で5日間実施
・「トライやるアクション」…全中学校の2年生で実施

関 連 根 拠 法 令 等 学習指導要領

【事務事業の実施概要】

目　　的
「環境体験」「自然学校」「わくわくオーケストラ教室」「トライやる・ウィーク」「トライやるアクション」等と、各教
科、領域、道徳、特別活動及び総合的な学習の時間等と関連させた系統的な学習に取り組む。

目　　標
（令和6年度末達成）

児童生徒の実態に応じて、自然に対する畏敬の念をはじめ、命の大切さ、人とのつながりが実感できるよう
な活動を計画していくとともに、人と自然とのふれあいを通して、地域社会や自然への理解を深め、心身とも
に調和のとれた健全な児童生徒の育成を目指す。

【事務事業の基本情報（第３期高砂市教育振興基本計画での位置づけと関連根拠法令等）】

重　点　テ　ー　マ １　自立的に自己の未来を切り拓く力を育てる学校教育の推進

基　本　施　策 ②　豊かな心と健やかな体を育む教育の充実

具　体　的　施　策 (5)　体験活動の充実

　　事 務 事 業 点 検 ・ 評 価 シ ー ト（令和５年度実施事業）

事 務 事 業 名 発達段階に応じた体験活動
No. 10

担当課 学校教育課
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【令和5年度評価】 （評価結果の合計点から判定されます）

⑤有効性
事業の実施により期待された効果（成果）
が得られたか

植物を育てたり、動物の生態について学ぶことで自然や命の大切さについて考
えることができたため。また、職業体験活動や宿泊体験を通して児童生徒の自
立を促すとともに、他者と協力することの大切さや感謝の心を育むことができた
ため。

評　　価 A 10
１５点～１１点　 S １０点 A

1

0

3

○ 2
小学校5年生においては泊を伴う活動を行い、協力施設において自然とのふれ
あいがある体験活動を行い、普段の学校生活では得られない経験をすることが
できたため。中学校2年生においては職業体験活動を行い、地域の事業所等の
協力のもと、将来を見据えた体験活動を行うことができたため。

評価項目 評価結果 評価結果の説明

①事業内容の妥当性
事業の内容が市民ニーズや上位目的に
照らし妥当であったか

3
校区の自然を学んだり、校区を離れて自然の中で生活したりすることで、自分た
ちの取り巻く環境もついて学ぶことができたため。地域の文化行事や伝統行事、
ボランティア活動に取り組むなど、地域の人々と協力し合う場を設けることによ
り、地域の人々とのつながりを深め、地域の良さやふるさとの恵みにふれ、感謝
の心や故郷を愛する心を育むことにつながっているため。

②市民ニーズへの適応性
市民ニーズに応え、満足度を上昇させる
ことができたか

小学校3年生については植物や野菜を育てたり、動物の観察を行い、生命の大
切さや思いやりの気持ちを学ぶことができた。また、環境体験活動の中で地域
の方とも触れ合う場面を設け、つながりをより深めていくとともに郷土への愛着を
育てることができた。そして、小学校5年生や中学校2年生も、体験活動を行う中
で、普段の学校生活では得ることのできない貴重な経験ができたため。

【事務事業の点検】

評価基準

3 目標を上回る成果が得られたもの

2 目標通りの成果が得られたもの

1 目標から少し遅れているもの、目標ほどの成果が得られていないもの

0 全く進んでいないもの、見直しが必要なもの

　児童生徒がいわば身体全体で対象に働きかけ、自分自身がかかわっていくことで、自己変革及び自己実現につなげられたことは
大きな意義がある。今後、教員の多忙化解消に配慮し、関係機関との協力・支援のもと、持続可能な運営方法を各所で検討してい
ただきたい。

５点～０点 C９点～６点 B

○ 2

1

0

成 果 ・ 評 価 コ メ ン ト

地域の自然について学んだり、地域を離れて自然の中で仲間と生活したりすることで、自然の偉
大さや自他の命の大切さ、集団における自身のあり方等について学ぶことができた。また、職業
体験によって、働くことの意義や家族への感謝の気持ちを学ぶ機会の確保もできた。そして、自
立に必要な態度や能力を育成し、自己実現に向けて取り組む意欲につなげることもできている。

課題および改善策

小学校5年生の自然学校の活動日数は、コロナ前と同様の4泊5日となった。活動日数の増加に
伴い、児童の過度な負担とならないよう、安全に配慮し活動を選定していくことが重要となる。ま
た中学2年生の職業体験においても、それぞれの事業所の協力のもと、将来の自立に向けた体験
活動ができるように、事業所の確保に努める必要がある。

【次年度の方向性】

次 年 度 の 方 向 性
（ 所 管 課 評 価 ）

維持 現状維持させる事業

【学識経験者評価コメント】

③進捗度
年間あるいは５年後の達成目標に向け、
必要な事業を進めることができたか

自然や地域の人々と関わりながら、様々な体験活動を行うことで、自然への畏
敬の念や命の大切さ、感謝の心などについてしっかりと考え、実践していくことの
大切さについて学ぶことができたため。

④効率性
投入された資源量（人、金、時間）に見
合った結果が見られたか

1

0

3

○ 2

1

0

3

0

3

○ 2

○ 2

1
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千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

う ち 一 般 財 源

主 な 経 費
委託料 委託料 委託料 委託料

5050 千円 50 50 千円

運動習慣調査「運動やスポーツを
している」生徒の割合（中２女） ％

コロナ禍により
未実施 55 47

ー
(調査項目削除) 55以上

【事業費の推移】

令 和 ５ 年 度
実  施  効  果

各小中学校において、子どもたちが主役となった授業改善
専門的な外部指導員の活用の充実

【事業の指標・取組状況】

指　標　・　取 組 状 況 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
年間

50 50 千円 50

50 千円 50 50 千円 50

事 業 費 （ 計 ）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

85以上

運動習慣調査「運動やスポーツを
している」生徒の割合（中２男） ％

コロナ禍により
未実施 71 70

ー
(調査項目削除) 70以上

運動習慣調査「運動やスポーツを
している」児童の割合（小５女） ％

コロナ禍により
未実施 81 79

ー
(調査項目削除)

50 千円

運動習慣調査「運動やスポーツを
している」児童の割合（小５男） ％

コロナ禍により
未実施 82 82

ー
(調査項目削除) 90以上

目　標　値

対　　象 小・中学校の児童生徒

内　　容
新体力テストの実施
体育担当者会の開催
研修会の開催

令 和 ５ 年 度
実  施  内  容

・新体力テストの実施（小学校10校・中学校6校）
・体育担当者会の開催（小学校６回、中学校２回）
・各小中学校における授業研究会（小学校1回、中学校２回）
・体育実技講習会、水泳実技講習会
・体力アップサポート事業（小学校６校）

関 連 根 拠 法 令 等 学習指導要領

【事務事業の実施概要】

目　　的
児童生徒の発達段階や興味・関心を踏まえた授業を展開し、運動の楽しさや喜びを味わわせ、次の活動へ
の意欲を高める。

目　　標
（令和6年度末達成）

教育活動全体を通じて、体育・スポーツ活動を継続的に取り入れ、主体的に体力向上を図る態度を育成す
る。

【事務事業の基本情報（第３期高砂市教育振興基本計画での位置づけと関連根拠法令等）】

重　点　テ　ー　マ １　自立的に自己の未来を切り拓く力を育てる学校教育の推進

基　本　施　策 ②　豊かな心と健やかな体を育む教育の充実

具　体　的　施　策 (9)　体力・運動能力の向上の推進

　　事 務 事 業 点 検 ・ 評 価 シ ー ト（令和５年度実施事業）

事 務 事 業 名 各種運動の適切な位置づけ
No. 11

担当課 学校教育課
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【令和5年度評価】 （評価結果の合計点から判定されます）

⑤有効性
事業の実施により期待された効果（成果）
が得られたか

児童生徒に体育・スポーツ活動の楽しさや喜びを体験させることができ、児童自
らが体調管理や設備・用具の点検等を行う等、安全の確保やけが・事故を回避
する能力の育成もできたため。

評　　価 A 10
１５点～１１点　 S １０点 A

1

0

3

○ 2 体育・スポーツ活動の実践を通し、また中間休みや昼休み等に主体的に運動を
楽しめる環境づくりを提供することで、友だちと一緒に体を動かす楽しさや喜び
を味わわせることができたため。

評価項目 評価結果 評価結果の説明

①事業内容の妥当性
事業の内容が市民ニーズや上位目的に
照らし妥当であったか

3

家庭や地域とともに連携し、運動への興味・関心を高め、発達段階に応じて、毎
日運動を楽しむ子どもの育成ができたため。

②市民ニーズへの適応性
市民ニーズに応え、満足度を上昇させる
ことができたか

主体的に体力向上を図る態度を育成するため、体力テストから把握した課題に
対して、効果的な指導を行うことにより、体を動かす楽しさや心地良さを味わうこ
とができる活動ができたため。

【事務事業の点検】

評価基準

3 目標を上回る成果が得られたもの

2 目標通りの成果が得られたもの

1 目標から少し遅れているもの、目標ほどの成果が得られていないもの

0 全く進んでいないもの、見直しが必要なもの

　体力テスト結果を分析し、授業に生かすことで児童生徒の体力・運動能力の向上につながっているこは喜ばしい。今後も運動能
力の向上に向け、効果的な体育授業や行事、また、外部指導員の支援を得ながら部活動などの取組もお願いしたい。

５点～０点 C９点～６点 B

○ 2

1

0

成 果 ・ 評 価 コ メ ン ト
小・中学校で体力向上の取組を行った。体力テストの結果を分析し、体育科の年間指導計画に生
かしている。また、外部指導員を活用することにより、児童生徒の体力・運動能力の向上に繋げら
れるよう取り組んだ。

課題および改善策
徐々にではあるが、児童生徒の体力・運動能力の向上につながってきているため、今後も継続し
て体力テストの分析結果に基づき改善に向けた取組を行っていく。

【次年度の方向性】

次 年 度 の 方 向 性
（ 所 管 課 評 価 ）

維持 現状維持させる事業

【学識経験者評価コメント】

③進捗度
年間あるいは５年後の達成目標に向け、
必要な事業を進めることができたか

運動をする子、運動をしない子の二極化が見られ、運動する子と運動をしない子
との体力の差が大きくなる傾向が続いているなか、体育科の授業において、どの
子にも体を動かす楽しさや喜びを味わわせ、体力向上につながる授業づくりに
努めたため。

④効率性
投入された資源量（人、金、時間）に見
合った結果が見られたか

1

0

3

○ 2

1

0

3

0

3

○ 2

○ 2

1
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千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

う ち 一 般 財 源

主 な 経 費
00 千円 0 0 千円

【事業費の推移】

令 和 ５ 年 度
実  施  効  果

望ましい食習慣や基本的な生活習慣につながる活動が行われた。お弁当の日やリクエストメニューにより食
への関心が高まった。

【事業の指標・取組状況】

指　標　・　取 組 状 況 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
年間

0 0 千円 0

0 千円 0 0 千円 0

事 業 費 （ 計 ）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

95
児童生徒質問紙（全国学力学習状
況調査）「朝食を毎日食べています
か」肯定的な回答の割合(中３)

％ 92 90.5 88 90

0 千円

児童生徒質問紙（全国学力学習状
況調査）「朝食を毎日食べています
か」肯定的な回答の割合(小６)

％ 93 94.7 91.8 90.9 95

目　標　値

対　　象
小・中学校の児童生徒
幼稚園・認定こども園の園児

内　　容
食に関する指導の全体計画の策定及び食に関する指導
家庭や地域との連携

令 和 ５ 年 度
実  施  内  容

・食に関する指導の全体計画に基づく食の指導の実施
・食育月間の実施
・委員会活動によるポスター作り
・お弁当の日の設定
・小学校給食におけるリクエストメニューの実施
・家庭や地域との連携（給食だより・保健だより・朝ごはんレシピの配布、給食参観・学校保健委員会の開催）

関 連 根 拠 法 令 等 学習指導要領　食育基本法

【事務事業の実施概要】

目　　的
児童生徒が健全な食生活を送れるよう、食に関する適切な知識を高めるとともに、給食を通して、食に関す
るマナーや習慣も身につけさせる指導を充実させる。

目　　標
（令和6年度末達成）

学校・家庭・地域が連携して、園児児童生徒が自らの健康に関心を持ち、望ましい食習慣や基本的な生活習
慣を身に着け、実践する能力の素地を養う。

【事務事業の基本情報（第３期高砂市教育振興基本計画での位置づけと関連根拠法令等）】

重　点　テ　ー　マ １　自立的に自己の未来を切り拓く力を育てる学校教育の推進

基　本　施　策 ②　豊かな心と健やかな体を育む教育の充実

具　体　的　施　策 (10)　食育の充実

　　事 務 事 業 点 検 ・ 評 価 シ ー ト（令和５年度実施事業）

事 務 事 業 名 家庭・地域との連携
No. 12

担当課 学校教育課
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【令和5年度評価】 （評価結果の合計点から判定されます）

⑤有効性
事業の実施により期待された効果（成果）
が得られたか

給食に使用する食材について、地元生産者の紹介をしたり、給食の調理員の紹
介をしたりすることで、食に関する感謝の気持ちを醸成することができたため。

評　　価 A 10
１５点～１１点　 S １０点 A

1

0

3

○ 2 給食だよりを配布したり、HPで給食の献立や食に関する情報を配信したりして、
工夫して食育を推進することができたため。また、地域と連携した体験活動に
は、児童生徒が意欲的に取り組むことができたため。

評価項目 評価結果 評価結果の説明

①事業内容の妥当性
事業の内容が市民ニーズや上位目的に
照らし妥当であったか

3

給食だよりや学校だよりを配布したり、HPで給食の献立を配信したりする等、給
食や食に関する情報を家庭や地域に啓発することができたため。

②市民ニーズへの適応性
市民ニーズに応え、満足度を上昇させる
ことができたか

地産地消の取組として、地元生産者の紹介文を読んだり、地域団体と連携して
米やさつまいも作りを体験したりするなど、地域と連携した食育に取り組むことが
できたため。

【事務事業の点検】

評価基準

3 目標を上回る成果が得られたもの

2 目標通りの成果が得られたもの

1 目標から少し遅れているもの、目標ほどの成果が得られていないもの

0 全く進んでいないもの、見直しが必要なもの

　食への関心を高めるための「お弁当の日」や「リクエストメニュー」、「エコクッキング」の取組は評価に値する。今後も栄養教諭・栄
養士による季節に合わせた食材による献立や、残さず食べようとする気持ちが高められるよう、学校・家庭・地域が連携して食に関
する指導の充実に努められたい。

５点～０点 C９点～６点 B

○ 2

1

0

成 果 ・ 評 価 コ メ ン ト

中学校において「お弁当の日」を設定したり、小学校においてエコクッキングを実施したりするな
ど、各校で特色のある取組を実施することができた。また、給食において、県内産食材を使った献
立にしたり、郷土料理・行事食などの献立にしたりすることで、地域に密着した食文化に触れる機
会が得られた。

課題および改善策

令和５年度も小学校で例年実施されている給食参観、給食試食会等が中止となるなど、学校と家
庭が共に食について考える機会はコロナ禍前より少なくなっている。引き続き、学校だよりや給食
だより、HPで給食の様子や献立を知らせるなど各校工夫して食について考える機会を提供してい
く。

【次年度の方向性】

次 年 度 の 方 向 性
（ 所 管 課 評 価 ）

維持 現状維持させる事業

【学識経験者評価コメント】

③進捗度
年間あるいは５年後の達成目標に向け、
必要な事業を進めることができたか

家庭での食生活の状況や学校給食の喫食状況、健康上の実態や課題に応じ
て、事業を進めることができたため。

④効率性
投入された資源量（人、金、時間）に見
合った結果が見られたか

1

0

3

○ 2

1

0

3

0

3

○ 2

○ 2

1
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千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

う ち 一 般 財 源

主 な 経 費
00 千円 0 0 千円

【事業費の推移】

令 和 ５ 年 度
実  施  効  果

特別の教科道徳やキャリア教育について、各校全体計画や年間指導計画を作成することで、教科横断的に
系統立てて学びに向かうことができた。

【事業の指標・取組状況】

指　標　・　取 組 状 況 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
年間

0 0 千円 0

0 千円 0 0 千円 0

事 業 費 （ 計 ）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

100学校保健計画の見直し率 ％ 100 100 100 100

0 千円

保健、「特別の教科道徳」、特別活動等の中
で性教育や命の大切さについての学習を
行っている学校

校 16 16 16 16 16

目　標　値

対　　象 小・中学校の児童生徒　教職員

内　　容
学校保健計画の策定及び見直し
保健、「特別の教科道徳」、特別活動等の中での性教育や命の大切さに係る学習の実施

令 和 ５ 年 度
実  施  内  容

・教育課程に合わせた学校保健計画の見直し（小学校10校・中学校6校）
・保健、「特別の教科道徳」、特別活動等の中での性教育や命の大切さに係る学習の実施
　　保健：体の発育・発達と食事、運動などの大切さ　不安や悩みへの対処　
　　　　　  生活の行動がかかわって起こる病気の予防
　　道徳：自己理解と自己実現　望ましい人間関係の確立
　　特別活動：学校生活の充実や改善向上を図る活動

関 連 根 拠 法 令 等 学校教育法　学習指導要領

【事務事業の実施概要】

目　　的
子どもの実態や発達段階に応じて、性に関する知識や異性についての正しい認識を深め、自分や相手のこと
を大切にする行動がとれるようにする。

目　　標
（令和6年度末達成）

小・中学校において、性に関する教育・指導に関係する各教科等の分野の周知を行うとともに、指導の充実
を図る。

【事務事業の基本情報（第３期高砂市教育振興基本計画での位置づけと関連根拠法令等）】

重　点　テ　ー　マ １　自立的に自己の未来を切り拓く力を育てる学校教育の推進

基　本　施　策 ②　豊かな心と健やかな体を育む教育の充実

具　体　的　施　策 (11)　健康教育の充実

　　事 務 事 業 点 検 ・ 評 価 シ ー ト（令和５年度実施事業）

事 務 事 業 名 心と命を学ぶ教育の推進
No. 13

担当課 学校教育課

32



【令和5年度評価】 （評価結果の合計点から判定されます）

⑤有効性
事業の実施により期待された効果（成果）
が得られたか

学習指導要領に則り、児童生徒の発達段階に応じた教育・指導を推進している
ことにより、心身の健康保持に関する理解が進み、適切な行動ができるように対
応が進んでいるため。

評　　価 A 10
１５点～１１点　 S １０点 A

1

0

3

○ 2 学校の教育活動全体で教職員の共通理解を図るとともに、教育・指導に当たっ
て家庭の理解を得られるように努めたため。

評価項目 評価結果 評価結果の説明

①事業内容の妥当性
事業の内容が市民ニーズや上位目的に
照らし妥当であったか

3

指導に当たって、発達の段階を踏まえること、学校全体で共通理解を図ること、
保護者の理解を得ることなどに配慮し取り組むことができたため。

②市民ニーズへの適応性
市民ニーズに応え、満足度を上昇させる
ことができたか

情報化社会の進展により、様々な性に関する情報の入手が容易になっているこ
となどから、児童・生徒が性に関する情報等を正しく選択して適切に行動できる
ようにする指導を行うことができたため。

【事務事業の点検】

評価基準

3 目標を上回る成果が得られたもの

2 目標通りの成果が得られたもの

1 目標から少し遅れているもの、目標ほどの成果が得られていないもの

0 全く進んでいないもの、見直しが必要なもの

　児童生徒を取り巻く環境が変化し、性に関する意識や価値観が多様化するなか、各学校において全体計画や年間指導計画に基
づき、教科横断的に指導できたことは評価できる。引き続き、児童生徒に性に関する科学的知識を理解させるととともに､ 生命尊
重､ 人間尊重､ 男女平等の精神に基づく正しい異性観をもち､ 望ましい行動が取れる児童生徒の育成のために学校教育活動全体
を通じて､ 全教職員が協力して性に関する教育の充実を図っていただきたい。

５点～０点 C９点～６点 B

○ 2

1

0

成 果 ・ 評 価 コ メ ン ト
体育科、保健体育科はもとより、家庭科等の各教科、特別の教科道徳、総合的な学習の時間、特
別活動に関連する内容が多くあるが、計画に基づきながら教科横断的に指導することができてい
る。

課題および改善策
各学校において、性に関する教育・指導の全体計画の再確認や、教育課程における位置づけに
ついて整理、改善を継続しながら、引き続き学校の教育活動全体を通じて行う。

【次年度の方向性】

次 年 度 の 方 向 性
（ 所 管 課 評 価 ）

維持 現状維持させる事業

【学識経験者評価コメント】

③進捗度
年間あるいは５年後の達成目標に向け、
必要な事業を進めることができたか

児童・生徒が発達の段階に応じて性に関する正しい知識を身に付けることがで
きるようにするとともに、児童・生徒が必要な情報を自ら収集し、適切な意思決
定や行動選択を行い、健康な生活を実践できる資質・能力を育成することに努
めたため。

④効率性
投入された資源量（人、金、時間）に見
合った結果が見られたか

1

0

3

○ 2

1

0

3

0

3

○ 2

○ 2

1
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千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

う ち 一 般 財 源

主 な 経 費
報酬 報酬 報酬 報酬

44,52732,476 千円 33,634 32,647 千円

【事業費の推移】

令 和 ５ 年 度
実  施  効  果

委員による専門性の高い助言により、教職員の特別支援教育に関する知識や理解を深めることができた。ま
た、支援を必要とするこどもや保護者に対する教職員の対応力が向上した。
教育相談では、のべ３７人の子育てに悩んでいる保護者の不安や負担を軽減することができた。

【事業の指標・取組状況】

指　標　・　取 組 状 況 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
年間

49,865 47,195 千円 64,690

46,310 千円 49,865 47,195 千円 64,690

事 業 費 （ 計 ）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

10

専門家チーム委員会会議 回 2 2(書面発表) 2 2 2

巡回相談 回 6 8 8 9

46,310 千円

教育相談 回 3 3 3 3 3

目　標　値

対　　象 小・中学校の児童生徒

内　　容
高砂市特別支援教育専門家チーム委員会会議の開催
教育相談・巡回相談の実施

令 和 ５ 年 度
実  施  内  容

・【専門家チーム委員会会議】　年２回
・【教育相談】　年３回（計４日間）
・【巡回相談】　年９回

関 連 根 拠 法 令 等 障害者基本法　学校教育法　学習指導要領　

【事務事業の実施概要】

目　　的
専門的な知識や技能を有する高砂市特別支援教育専門家チーム等を活用し、望ましい教育的対応につい
て助言を得ながら、個に応じた適切な指導、教育、支援を行う。

目　　標
（令和6年度末達成）

特別な支援を必要とする園児児童生徒に対し、個に応じた適切な指導や支援を行う。

【事務事業の基本情報（第３期高砂市教育振興基本計画での位置づけと関連根拠法令等）】

重　点　テ　ー　マ １　自立的に自己の未来を切り拓く力を育てる学校教育の推進

基　本　施　策 ③　児童生徒の特性に配慮した特別支援教育の充実

具　体　的　施　策 (1)　学校における特別支援教育の充実

　　事 務 事 業 点 検 ・ 評 価 シ ー ト（令和５年度実施事業）

事 務 事 業 名 継続的な支援体制づくりの推進
No. 14

担当課 学校教育課
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【令和5年度評価】 （評価結果の合計点から判定されます）

⑤有効性
事業の実施により期待された効果（成果）
が得られたか

専門的な知識や技能を有する委員の指導助言を活かし、教職員の意識向上や
学習環境の整備等、市内の特別支援教育の推進を図ることができたため。

評　　価 A 10
１５点～１１点　 S １０点 A

1

0

3

○ 2 教職員の特別支援教育に関する知識や理解を深めることができたため。また、
悩みを抱える保護者に寄り添い子育てに対する不安や負担を軽減することがで
きたため。

評価項目 評価結果 評価結果の説明

①事業内容の妥当性
事業の内容が市民ニーズや上位目的に
照らし妥当であったか

3

発達に課題を抱える園児児童生徒の保護者が悩みを相談できる場を提供する
ことができたため。

②市民ニーズへの適応性
市民ニーズに応え、満足度を上昇させる
ことができたか

専門家チーム委員による専門的な助言により、悩みをもつ保護者の不安軽減に
努めたため。また、教職員への助言により、支援を必要とするこどもや保護者に
対して、教職員がより丁寧に対応することができているため。

【事務事業の点検】

評価基準

3 目標を上回る成果が得られたもの

2 目標通りの成果が得られたもの

1 目標から少し遅れているもの、目標ほどの成果が得られていないもの

0 全く進んでいないもの、見直しが必要なもの

　専門家チーム委員会会議や巡回相談などにおいて適切な助言を受けることにより、教職員の特別支援教育に関する知識・理解
の深化並びに意識向上ができたことは意義がある。引き続き、より質の高い情報に基づき個々の児童生徒への適切な支援ができ
るよう専門家チームと連携するなど、支援体制のさらなる充実をお願いしたい。

５点～０点 C９点～６点 B

○ 2

1

0

成 果 ・ 評 価 コ メ ン ト
専門性の高い研修を実施することで教職員の特別支援教育に関する知識や理解を深めることが
できた。また、研修や助言をきっかけにして、こどもや保護者への関わり方の見直しや、校内の支
援体制づくりを推進することができた。

課題および改善策
通常学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする児童生徒が増加しており、通常学級担任の
特別支援教育に関する知識や理解を一層深めることや個に応じた適切な対応に課題がある。引
き続き、専門家チームと連携しながら、教員の資質能力向上に努める。

【次年度の方向性】

次 年 度 の 方 向 性
（ 所 管 課 評 価 ）

維持 現状維持させる事業

【学識経験者評価コメント】

③進捗度
年間あるいは５年後の達成目標に向け、
必要な事業を進めることができたか

高砂市特別支援教育専門家チーム委員会会議を開催し、小・中学校の特別支
援教育の推進を図ることができたため。

④効率性
投入された資源量（人、金、時間）に見
合った結果が見られたか

1

0

3

○ 2

1

0

3

0

3

○ 2

○ 2

1
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千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

う ち 一 般 財 源

主 な 経 費
報償費 報償費 報償費 報償費

540245 千円 465 395 千円

【事業費の推移】

令 和 ５ 年 度
実  施  効  果

大阪教育大学教授、市民病院言語聴覚士、心理士・カウンセラー、県立教育研修所指導主事、市指導主事
を講師とすることで、様々な分野についての専門性を高める研修をすることができ、知識・技能を習得するこ
とができた。

【事業の指標・取組状況】

指　標　・　取 組 状 況 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
年間

561 565 千円 851

345 千円 561 565 千円 851

事 業 費 （ 計 ）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

345 千円

特別支援教育に係る教職員研
修会の実施

回 4 3 4 6 5以上

目　標　値

対　　象 小・中学校の教職員

内　　容 特別支援教育に係る研修の実施

令 和 ５ 年 度
実  施  内  容

高砂市特別支援教育研修会　３回　　（会計年度任用職員１回、小中学校教職員２回）
高砂市特別支援教育専門研修会　１回　　（高砂市教育支援委員会委員）
高砂市特別支援教育講演会　１回　　（小中学校教職員・園職員・保護者）
高砂小学校における読み書きスクリーニング研修会　１回　　（高砂小学校教職員）

関 連 根 拠 法 令 等 障害者基本法　学校教育法　学習指導要領

【事務事業の実施概要】

目　　的
すべての教職員が発達障害等に関する基礎的な知識・技能を習得するための研修や、より専門性の高い知
識・技能を得るための研修を実施する。

目　　標
（令和6年度末達成）

特別支援教育に係る教職員の専門性の向上を図る。

【事務事業の基本情報（第３期高砂市教育振興基本計画での位置づけと関連根拠法令等）】

重　点　テ　ー　マ １　自立的に自己の未来を切り拓く力を育てる学校教育の推進

基　本　施　策 ③　児童生徒の特性に配慮した特別支援教育の充実

具　体　的　施　策 (1)　学校における特別支援教育の充実

　　事 務 事 業 点 検 ・ 評 価 シ ー ト（令和５年度実施事業）

事 務 事 業 名 教職員の指導力の向上
No. 15

担当課 学校教育課
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【令和5年度評価】 （評価結果の合計点から判定されます）

⑤有効性
事業の実施により期待された効果（成果）
が得られたか

教職員の資質能力を向上させ、特別支援教育に係る専門性を高めることができ
たため。

評　　価 S 11
１５点～１１点　 S １０点 A

1

0

3

○ 2 動画配信をすることで繰り返し講演を見ることができ、効果的に研修することが
できたため。

評価項目 評価結果 評価結果の説明

①事業内容の妥当性
事業の内容が市民ニーズや上位目的に
照らし妥当であったか

3

教職員の資質能力を向上させ、専門性を高めるための研修を実施することがで
きたため。また、専門性の向上により、児童生徒の特性への気づきが促進し、対
応力が向上したため。

②市民ニーズへの適応性
市民ニーズに応え、満足度を上昇させる
ことができたか

学校が児童生徒、保護者にとって安心安全な場所となるように教職員の特別支
援教育に係る専門性を高めるための研修会を開催し、教職員の資質能力向上
を図ることができたため。

【事務事業の点検】

評価基準

3 目標を上回る成果が得られたもの

2 目標通りの成果が得られたもの

1 目標から少し遅れているもの、目標ほどの成果が得られていないもの

0 全く進んでいないもの、見直しが必要なもの

　研修の実施方法や内容に応じた講師の人選を行うなどし、専門性を高める研修ができたことは評価できる。引き続き、児童生徒
や保護者から信頼を得、個々に応じた適切な支援ができるよう全教職員の指導経験に応じた専門的な研修をお願いしたい。

５点～０点 C９点～６点 B

○ 2

1

0

成 果 ・ 評 価 コ メ ン ト
実施方法、実施内容等を検討し、より効果的な研修にするために講師の人選に力を入れ充実を
図った。教職員が児童生徒の発達特性を把握し、適切に指導支援することにより、将来の自立支
援に繋げられるようになりつつある。

課題および改善策
増加傾向にある特別な支援を要する児童生徒へ対応するためにより専門性を高め、児童生徒や
保護者の信頼を得ることが重要な課題となっている。次年度は、通常学級担任を対象とした研修
を実施する予定である。

【次年度の方向性】

次 年 度 の 方 向 性
（ 所 管 課 評 価 ）

維持 現状維持させる事業

【学識経験者評価コメント】

③進捗度
年間あるいは５年後の達成目標に向け、
必要な事業を進めることができたか

特別な支援を要する児童生徒へ対応するために専門性を高めることが喫緊の
課題となっている中、教職員の意識向上を図ることができたため。

④効率性
投入された資源量（人、金、時間）に見
合った結果が見られたか

1

0

○ 3

2

1

0

3

0

3

○ 2

○ 2

1
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千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

う ち 一 般 財 源

主 な 経 費
報酬 報酬 報酬 報酬

44,52732,476 千円 33,634 32,647 千円

【事業費の推移】

令 和 ５ 年 度
実  施  効  果

特別な支援を必要とする児童生徒に対して細やかな支援を行うことができた。
介助員を令和４年度より６名多く配置することで、特別な支援を要する児童生徒の増加に対応することができ
た。

【事業の指標・取組状況】

指　標　・　取 組 状 況 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
最終

49,865 47,195 千円 64,690

46,310 千円 49,865 47,195 千円 64,690

事 業 費 （ 計 ）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

17介助員配置 人 13 12 12 18

46,310 千円

スクールアシスタント配置 人 12 12 12 11 21

目　標　値

対　　象 小・中学校の児童生徒

内　　容 介助員、スクールアシスタントの配置

令 和 ５ 年 度
実  施  内  容

【スクールアシスタント１１名】
　小学校１０校中　１０校に１０名配置
　中学校　６校中　 １校に　１名配置
【介助員１８名】
　小学校１０校中　９校に１４名配置
　中学校　６校中　４校に　４名配置

関 連 根 拠 法 令 等 障害者基本法　学校教育法　学習指導要領

【事務事業の実施概要】

目　　的
特別な支援を必要とする児童生徒に対する支援の充実を図るため、障がいの状況により、介助員やスクー
ルアシスタントの配置を継続して行う。

目　　標
（令和6年度末達成）

小・中学校に介助員、スクールアシスタントを配置し細かな支援を行う。

【事務事業の基本情報（第３期高砂市教育振興基本計画での位置づけと関連根拠法令等）】

重　点　テ　ー　マ １　自立的に自己の未来を切り拓く力を育てる学校教育の推進

基　本　施　策 ③　児童生徒の特性に配慮した特別支援教育の充実

具　体　的　施　策 (2)　特別支援教育を支えるしくみの充実

　　事 務 事 業 点 検 ・ 評 価 シ ー ト（令和５年度実施事業）

事 務 事 業 名
障がい加配教員、介助員、スクールアシスタントの
配置

No. 16

担当課 学校教育課
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【令和5年度評価】 （評価結果の合計点から判定されます）

⑤有効性
事業の実施により期待された効果（成果）
が得られたか

介助員やスクールアシスタントの配置は、児童生徒の支援、学校運営の支援に
資するものであり、有効性は非常に高い。人数増や専門性の向上により、よりよ
い支援を行うことが必要である。

評　　価 S 11
１５点～１１点　 S １０点 A

1

0

3

2 支援を必要とする児童生徒に対し、特に介助員の配置については増員されてお
り、児童生徒や保護者にとって安心安全な学校づくりにつながったため。

評価項目 評価結果 評価結果の説明

①事業内容の妥当性
事業の内容が市民ニーズや上位目的に
照らし妥当であったか

3

介助員やスクールアシスタントを配置し、特別な支援を必要とする児童生徒の
個別のニーズに対応した指導や支援を行うことができたため。

②市民ニーズへの適応性
市民ニーズに応え、満足度を上昇させる
ことができたか

介助員やスクールアシスタントを配置し、特別な支援を必要とする児童生徒へ
細やかな支援を行うことができ、保護者も安心して学校に通わすことができてい
るため。

【事務事業の点検】

評価基準

3 目標を上回る成果が得られたもの

2 目標通りの成果が得られたもの

1 目標から少し遅れているもの、目標ほどの成果が得られていないもの

0 全く進んでいないもの、見直しが必要なもの

　特別な支援を必要とする児童生徒が増加するなか、介助員を前年より多く配置することで細やかな支援を行うことができた意義
は多きい。引き続き、児童生徒の障害の程度や発達状況に即したきめ細やかな対応が行えるよう、スクールアシスタントや介助員
の計画的な人員の配置をお願いしたい。

５点～０点 C９点～６点 B

○ 2

1

0

成 果 ・ 評 価 コ メ ン ト

スクールアシスタントや介助員を配置することで、支援を要する児童生徒が生活や学習上の困難
を改善または克服できるようになり、持てる力を高めていくことができた。介助員を令和４年度より
６名多く配置したことで、特別な支援を要する児童生徒の増加に対応することができ、細やかな支
援を実施することができた。

課題および改善策
増加傾向にある特別な支援を要する児童生徒へ対応するためにスクールアシスタントが配置さ
れていない学校があることが課題である。今後より一層、特別支援教育を充実させ、多様化する
児童生徒の障がいに対応するためにも人員配置の充実を図りたい。

【次年度の方向性】

次 年 度 の 方 向 性
（ 所 管 課 評 価 ）

拡大 拡大させていく事業

【学識経験者評価コメント】

③進捗度
年間あるいは５年後の達成目標に向け、
必要な事業を進めることができたか

介助員やスクールアシスタントが児童生徒へ効果的支援を実施できているた
め。また、特別な支援を要する児童生徒が年々増加する状況下においては、支
援の質を担保するためにっスクールアシスタントの増員をさらに図る必要がある
ため。

④効率性
投入された資源量（人、金、時間）に見
合った結果が見られたか

1

0

3

○ 2

1

0

○ 3

0

3

○ 2

○ 2

1
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千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

う ち 一 般 財 源

主 な 経 費
職員雇用経費等 報酬

2,919千円 5,222 千円

【事業費の推移】

令 和 ５ 年 度
実  施  効  果

子どもの心身の調和のとれた発達の基礎の育成、生活・学びの連続性を踏まえた幼児の一人一人の特性に
応じた教育・保育内容の充実を図ることが出来た。

【事業の指標・取組状況】

指　標　・　取 組 状 況 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
年間・最終

0 5,222 千円 4,543

千円 5,222 千円 4,543

事 業 費 （ 計 ）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

0 千円

図書購入金額 円 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000

目　標　値

対　　象 幼稚園に通う児童

内　　容
子どもの心身の調和のとれた発達の基礎の育成、生活・学びの連続性を踏まえた幼児の一人一人の特性に
応じた教育・保育内容の充実を図る。

令 和 ５ 年 度
実  施  内  容

教材備品等購入・修繕
図書購入

関 連 根 拠 法 令 等

【事務事業の実施概要】

目　　的 教育・保育内容の充実

目　　標
（令和6年度末達成）

子どもの心身の調和のとれた発達のため、幼稚園での教育・保育内容を充実させる。

【事務事業の基本情報（第３期高砂市教育振興基本計画での位置づけと関連根拠法令等）】

重　点　テ　ー　マ １　自立的に自己の未来を切り拓く力を育てる学校教育の推進

基　本　施　策 ④　幼児期の教育の充実

具　体　的　施　策 (1) 「生きる力」の基礎を培う幼児教育の充実

　　事 務 事 業 点 検 ・ 評 価 シ ー ト（令和５年度実施事業）

事 務 事 業 名 教育・保育内容の充実
No. 17

担当課 幼児保育課
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【令和5年度評価】 （評価結果の合計点から判定されます）

⑤有効性
事業の実施により期待された効果（成果）
が得られたか

幼稚園での教育・保育に必要な環境を整えることができたため。

評　　価 A 10
１５点～１１点　 S １０点 A

1

0

3

○ 2 備品や図書を購入し、園の環境を維持向上させることで、教育・保育内容を充実
させることにつながったため。

評価項目 評価結果 評価結果の説明

①事業内容の妥当性
事業の内容が市民ニーズや上位目的に
照らし妥当であったか

3

教材備品や図書を購入し、教育の中で十分に活用したことで、きめ細かい保育・
教育を実践することができたため。

②市民ニーズへの適応性
市民ニーズに応え、満足度を上昇させる
ことができたか

幼稚園での生活や学びに必要な園環境を整えることができたため。

【事務事業の点検】

評価基準

3 目標を上回る成果が得られたもの

2 目標通りの成果が得られたもの

1 目標から少し遅れているもの、目標ほどの成果が得られていないもの

0 全く進んでいないもの、見直しが必要なもの

　子どもの調和のとれた心身の発達のために、教育・保育内容にかかわる環境を充実することができたことは評価できる。今後も子
どもに適した図書や教材備品などの整備及び営繕などの環境整備はお願いしたい。

５点～０点 C９点～６点 B

○ 2

1

0

成 果 ・ 評 価 コ メ ン ト 教材備品や図書等を購入したことで、教育・保育内容を充実させることができた。

課題および改善策

【次年度の方向性】

次 年 度 の 方 向 性
（ 所 管 課 評 価 ）

休廃止 廃止もしくは休止する事業

【学識経験者評価コメント】

③進捗度
年間あるいは５年後の達成目標に向け、
必要な事業を進めることができたか

子どもの心身の調和のとれた発達のため、図書や教材のそろった環境を確保す
ることができたため。

④効率性
投入された資源量（人、金、時間）に見
合った結果が見られたか

1

0

3

○ 2

1

0

3

0

3

○ 2

○ 2

1
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千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

う ち 一 般 財 源

主 な 経 費
報償費 報償費 報償費 報償費

160110 千円 120 160 千円

【事業費の推移】

令 和 ５ 年 度
実  施  効  果

日々の教育・保育を振り返ったり職員研修等を行ったりすることで、さらに質の高い幼児教育・保育の維持向
上することが出来た。

【事業の指標・取組状況】

指　標　・　取 組 状 況 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
年間・最終

724 784 千円 353

989 千円 724 784 千円 353

事 業 費 （ 計 ）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

989 千円

研修会開催回数 回 10 10 10 10 10

目　標　値

対　　象 保育所、幼稚園、認定こども園の教職員

内　　容
日々の教育・保育を振り返ったり職員研修等を行ったりすることで、さらに質の高い幼児教育・保育の維持向
上に努める。

令 和 ５ 年 度
実  施  内  容

保育研究研修会（公開保育）
幼稚園教育課程研修会
子育て講演会　ふれあい保育
高砂市就学前教育研修会

関 連 根 拠 法 令 等

【事務事業の実施概要】

目　　的 教職員の資質能力の向上

目　　標
（令和6年度末達成）

教育・保育活動の点検評価や教職員研修等を通じて、教職員の資質能力を向上させる。

【事務事業の基本情報（第３期高砂市教育振興基本計画での位置づけと関連根拠法令等）】

重　点　テ　ー　マ １　自立的に自己の未来を切り拓く力を育てる学校教育の推進

基　本　施　策 ④　幼児期の教育の充実

具　体　的　施　策 (1) 「生きる力」の基礎を培う幼児教育の充実

　　事 務 事 業 点 検 ・ 評 価 シ ー ト（令和５年度実施事業）

事 務 事 業 名 教職員の資質能力の向上
No. 18

担当課 幼児保育課
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【令和5年度評価】 （評価結果の合計点から判定されます）

⑤有効性
事業の実施により期待された効果（成果）
が得られたか

幼児教育・保育の質を高めるために、各園の保育教諭が研修会等を通じて知識
や経験を得ることができた。

評　　価 A 10
１５点～１１点　 S １０点 A

1

0

3

○ 2 研修会や講演会の開催によって、保育教諭の学びの機会を提供することがで
き、資質能力の向上につながった。

評価項目 評価結果 評価結果の説明

①事業内容の妥当性
事業の内容が市民ニーズや上位目的に
照らし妥当であったか

3

各園の保育教諭が、研修会や公開保育に参加し、他園の職員と情報交換を行
いながら、資質能力の向上に努めることができた。

②市民ニーズへの適応性
市民ニーズに応え、満足度を上昇させる
ことができたか

各園の保育教諭が、資質能力のため学ぶことにより、各園での幼児教育・保育
の質を維持向上することができた。

【事務事業の点検】

評価基準

3 目標を上回る成果が得られたもの

2 目標通りの成果が得られたもの

1 目標から少し遅れているもの、目標ほどの成果が得られていないもの

0 全く進んでいないもの、見直しが必要なもの

　公開保育や研修会などを通して、各幼児施設における具体的な子どもの姿から現状と課題を把握するなど、教職員の資質能力
向上の機会を確保できたことは意義がある。引き続き、教育・保育の質の維持向上のため、適切な研修の機会を設けられることを
期待したい。

５点～０点 C９点～６点 B

○ 2

1

0

成 果 ・ 評 価 コ メ ン ト 研修会等の開催によって、教職員の資質能力向上の機会を確保することができた。

課題および改善策
教育・保育の質の維持向上のため、引き続き、研修会等を開催し教職員の資質能力向上に努め
る。

【次年度の方向性】

次 年 度 の 方 向 性
（ 所 管 課 評 価 ）

維持 現状維持させる事業

【学識経験者評価コメント】

③進捗度
年間あるいは５年後の達成目標に向け、
必要な事業を進めることができたか

新型コロナウイルス感染症の影響で、対面での研修会が難しい場合もあった
が、オンラインで開催することによって事業を継続することができた。

④効率性
投入された資源量（人、金、時間）に見
合った結果が見られたか

1

0

3

○ 2

1

0

3

0

3

○ 2

○ 2

1
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千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

う ち 一 般 財 源

主 な 経 費
00 千円 0 0 千円

【事業費の推移】

令 和 ５ 年 度
実  施  効  果

小中学校において、高砂型学校運営協議会制度の周知と理解が深まり、学校への支援体制や地域貢献が
促進され、地域との連携が強化された。

【事業の指標・取組状況】

指　標　・　取 組 状 況 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
最終

0 0 千円 0

0 千円 0 0 千円 0

事 業 費 （ 計 ）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

6
学校評議員制度から高砂型学校運営協
議会制度へ移行した学校数（中学校） 校 0 0 6 6

0 千円

学校評議員制度から高砂型学校運営協
議会制度へ移行した学校数（小学校） 校 0 0 10 10 10

目　標　値

対　　象 小・中学校・園・家庭・地域

内　　容
小・中学校における高砂型学校運営協議会委員の選任・学校運営協議会の実施
幼稚園における評議員の選任・評議員会の実施

令 和 ５ 年 度
実  施  内  容

【高砂型学校運営協議会委員】　小学校７１人、中学校４７人
【学校運営協議会の開催回数】　４２回
【評議員】幼稚園　４人
【評議員会の開催回数】　１回

関 連 根 拠 法 令 等 学校教育法施行規則　地方教育行政の組織及び運営に関する法律

【事務事業の実施概要】

目　　的 学校運営に保護者や地域住民などの意見を反映させ、地域とともにある学校づくりを推進していく。

目　　標
（令和6年度末達成）

学校運営協議会制度への移行に向け、国の動向や制度説明などの情報提供を進めるとともに、各校の準備
状況に合わせた支援を進める。

【事務事業の基本情報（第３期高砂市教育振興基本計画での位置づけと関連根拠法令等）】

重　点　テ　ー　マ ２　学びと成長を支える学校・家庭・地域が連携した教育の推進

基　本　施　策 ①　地域の教育力の向上

具　体　的　施　策 (1) 「地域とともにある学校づくり」の推進

　　事 務 事 業 点 検 ・ 評 価 シ ー ト（令和５年度実施事業）

事 務 事 業 名 学校評議員制度の充実
No. 19

担当課 学校教育課
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【令和5年度評価】 （評価結果の合計点から判定されます）

⑤有効性
事業の実施により期待された効果（成果）
が得られたか

学校評価の実施により、学校運営の改善の視点が明確になり、学校における教
育活動の充実に向けた取組みに反映することにつなぐことができたため。

評　　価 A 10
１５点～１１点　 S １０点 A

1

0

3

○ 2 学校運営に保護者や地域住民などの意見を反映することができたため。また、
各校園の工夫により、教育活動の充実に力添えをいただく機会を確保できたた
め。

評価項目 評価結果 評価結果の説明

①事業内容の妥当性
事業の内容が市民ニーズや上位目的に
照らし妥当であったか

3

幼稚園では評議員会、小中学校では学校運営協議会の会議を複数回開催し、
学校運営に保護者や地域住民などの意見を反映させる場の設定ができたた
め。

②市民ニーズへの適応性
市民ニーズに応え、満足度を上昇させる
ことができたか

『地域とともにある学校づくり』に向け、保護者や地域住民に説明の機会を得ると
ともに、意見を聞き取り、学校の状況と連携しながら学校運営を進めることにつ
なぐことができたため。

【事務事業の点検】

評価基準

3 目標を上回る成果が得られたもの

2 目標通りの成果が得られたもの

1 目標から少し遅れているもの、目標ほどの成果が得られていないもの

0 全く進んでいないもの、見直しが必要なもの

　各校園において高砂型学校運営協議会が定着しつつあり、学校園への支援体制や地域との連携が強化されたことは評価でき
る。今後、学校運営協議会制度への移行に向け、情報発信と周知の方法を工夫し、学校と地域の連携・協働体制がさらに充実する
ようお願いしたい。

５点～０点 C９点～６点 B

○ 2

1

0

成 果 ・ 評 価 コ メ ン ト
各校園では、委嘱している評議員、学校運営協議会委員の意向を把握、反映し、協力を得るとと
もに、園運営、学校運営の状況等を随時周知するなどしている。各校園それぞれに、目指す子ど
も像の実現に向けて実現可能な取組を考え、進めることができた。

課題および改善策
高砂型学校運営協議会から法に基づいた学校運営協議会へ移行することへの理解を進めること
が課題である。小・中学校に向けて、法に基づいた学校運営協議会についての説明や、取組に対
する支援を進めていく。幼稚園においては引き続き、評議員制度の取組を進めていく。

【次年度の方向性】

次 年 度 の 方 向 性
（ 所 管 課 評 価 ）

拡大 拡大させていく事業

【学識経験者評価コメント】

③進捗度
年間あるいは５年後の達成目標に向け、
必要な事業を進めることができたか

評議員制度については一定の成果があった。また、小・中学校においては、５年
度は高砂型学校運営協議会制度への移行に向けた情報提供、取組の精選など
の検討の場を設定できたため。

④効率性
投入された資源量（人、金、時間）に見
合った結果が見られたか

1

0

3

○ 2

1

0

3

0

3

○ 2

○ 2

1
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千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

う ち 一 般 財 源

主 な 経 費
役務費 役務費

77千円 76 千円

【事業費の推移】

令 和 ５ 年 度
実  施  効  果

地域における幼児教育の拠点として子育て相談を実施し、保護者が子育てに対する不安や悩みを解消し子
育てに充実感をもつことができるように、支援体制の強化と支援の充実を図ることが出来た。

【事業の指標・取組状況】

指　標　・　取 組 状 況 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
年間・最終

76 千円 77

千円 76 千円 77

事 業 費 （ 計 ）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

500
認定こども園における子育て支援
事業参加人数 人 491 540 810

千円

幼稚園におけるふれあい保育参加
人数 人 98 158 86 100

目　標　値

対　　象 幼稚園、保育所、認定こども園に通う児童と地域の未就園の児童及びその保護者

内　　容
地域における幼児教育の拠点として子育て相談を実施し、保護者が子育てに対する不安や悩みを解消し子
育てに充実感をもつことができるように、支援体制の強化と支援の充実を図る。

令 和 ５ 年 度
実  施  内  容

幼稚園、認定こども園に通う児童の保護者に対する子育て相談等の支援
未就園児の家庭に対する園庭開放や子育て相談等を行う支援事業

関 連 根 拠 法 令 等

【事務事業の実施概要】

目　　的 幼稚園、認定こども園における子育て支援

目　　標
（令和6年度末達成）

子育て中の保護者に対して、家庭で保育することの大切さを啓発するとともに、家庭教育を学ぶ機会を提供
するなど、家庭の教育力向上に向けた取り組みを推進する。

【事務事業の基本情報（第３期高砂市教育振興基本計画での位置づけと関連根拠法令等）】

重　点　テ　ー　マ ２　学びと成長を支える学校・家庭・地域が連携した教育の推進

基　本　施　策 ②　家庭の教育力の向上

具　体　的　施　策 (1)  家庭を応援するしくみづくりの推進

　　事 務 事 業 点 検 ・ 評 価 シ ー ト（令和５年度実施事業）

事 務 事 業 名 保育所、幼稚園、認定こども園における子育て支援
No. 20

担当課 幼児保育課
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【令和5年度評価】 （評価結果の合計点から判定されます）

⑤有効性
事業の実施により期待された効果（成果）
が得られたか

地域における幼児教育の拠点として、保護者が子育てに対する不安や悩みを解
消できるよう支援を充実させることができたため。

評　　価 A 10
１５点～１１点　 S １０点 A

1

0

3

○ 2
多くの未就園児の参加があり、地域の子育て家庭を支援することができたため。

評価項目 評価結果 評価結果の説明

①事業内容の妥当性
事業の内容が市民ニーズや上位目的に
照らし妥当であったか

3

就園している児童の保護者に対する相談や未就園の児童の保護者への子育て
支援事業を通じて、保護者の悩みや困り感を聞き、一人一人の寄り添った支援
を行うことができたため。

②市民ニーズへの適応性
市民ニーズに応え、満足度を上昇させる
ことができたか

育児に対する相談等から、家庭における教育について学ぶ機会を提供すること
ができたため。

【事務事業の点検】

評価基準

3 目標を上回る成果が得られたもの

2 目標通りの成果が得られたもの

1 目標から少し遅れているもの、目標ほどの成果が得られていないもの

0 全く進んでいないもの、見直しが必要なもの

　子育てについて不安を抱える保護者が多いなか、園庭開放や相談できる場所と機会を設定するなどし、子どもの成長や保護者
の安心へとつながる支援ができたことは評価できる。引き続き、保護者が家庭において自信と安心感をもって子どもの教育ができ、
子育て中のストレスや孤独感を解消できるよう子育て支援の充実に取り組んでいただきたい。

５点～０点 C９点～６点 B

○ 2

1

0

成 果 ・ 評 価 コ メ ン ト
就園している児童の保護者に対する相談や未就園の児童の保護者への支援事業を通じて、家庭
での教育に関する支援を行うことができた。

課題および改善策
新型コロナウイルス感染症の影響も少なくなり、多くの未就園児の支援事業への参加があった。
引き続き、子育て支援の取組を推進していきたい。

【次年度の方向性】

次 年 度 の 方 向 性
（ 所 管 課 評 価 ）

維持 現状維持させる事業

【学識経験者評価コメント】

③進捗度
年間あるいは５年後の達成目標に向け、
必要な事業を進めることができたか

幼稚園のふれあい保育は年間目標値をわずかに達成することが出来なかった
が、認定こども園の子育て支援事業の参加は目標を上回り、地域の子育て家庭
を支援することができたため。

④効率性
投入された資源量（人、金、時間）に見
合った結果が見られたか

1

0

3

○ 2

1

0

3

0

3

○ 2

○ 2

1
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千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

う ち 一 般 財 源

主 な 経 費
需用費 需用費 需用費 需用費

5771,025 千円 942 977 千円

【事業費の推移】

令 和 ５ 年 度
実  施  効  果

家庭への啓発資料を活用することで、家庭と学校が協力し、家庭学習の充実を図ることができた。また、児
童生徒への調査を実施することで、児童生徒の実態把握、および個に応じた指導が実施できた。

【事業の指標・取組状況】

指　標　・　取 組 状 況 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
年間

1,573 1,628 千円 1,256

1,696 千円 1,573 1,628 千円 1,256

事 業 費 （ 計 ）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

70
児童生徒質問紙（全国学力学習状況調
査）「家で、自分で計画を立てて勉強をして
いますか」肯定的な回答の割合（中３）

％ 46 67.3 54.3 49.3

1,696 千円

児童生徒質問紙（全国学力学習状況調
査）「家で、自分で計画を立てて勉強をして
いますか」肯定的な回答の割合（小６）

％ 69 73.3 63.2 66.4 70

目　標　値

対　　象 小・中学校の児童生徒

内　　容
啓発資料活用
全国学力・学習状況調査の結果報告

令 和 ５ 年 度
実  施  内  容

【啓発資料】
　・「レッツ　スタディー　＠ｈｏｍｅ」（1～3年・4～6年・中学生）
【全国学力・学習状況調査】
　・結果報告リーフレット（各家庭配布・地域交流センターへの掲示依頼）

関 連 根 拠 法 令 等 学習指導要領

【事務事業の実施概要】

目　　的 家庭における生活・学習習慣の重要性の啓発に継続して取り組む。

目　　標
（令和6年度末達成）

家庭学習の啓発資料等を活用し、家庭における学習習慣・生活習慣の確立を図る。

【事務事業の基本情報（第３期高砂市教育振興基本計画での位置づけと関連根拠法令等）】

重　点　テ　ー　マ ２　学びと成長を支える学校・家庭・地域が連携した教育の推進

基　本　施　策 ②　家庭の教育力の向上

具　体　的　施　策 (2)　子どもの基本的生活習慣の育成に向けた取組の推進

　　事 務 事 業 点 検 ・ 評 価 シ ー ト（令和５年度実施事業）

事 務 事 業 名 家庭学習等家庭での生活習慣の啓発
No. 21

担当課 学校教育課
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【令和5年度評価】 （評価結果の合計点から判定されます）

⑤有効性
事業の実施により期待された効果（成果）
が得られたか

児童生徒の実態把握をすることで、各校において個に応じた指導の充実を図る
とともに、家庭学習の習慣づけや充実に向けた啓発の取組を進めることができ
たため。

評　　価 A 10
１５点～１１点　 S １０点 A

1

0

3

○ 2 家庭との連携を図ることにより、家庭学習・基礎的な生活習慣の定着に向けた
啓発を進めることができたため。

評価項目 評価結果 評価結果の説明

①事業内容の妥当性
事業の内容が市民ニーズや上位目的に
照らし妥当であったか

3

啓発資料の配布、活用により、家庭学習の目安等を示すことができたため。

②市民ニーズへの適応性
市民ニーズに応え、満足度を上昇させる
ことができたか

家庭への啓発資料を活用することで、家庭と学校が協力し、家庭学習の充実に
向けた意識の啓発を行うことができたため。

【事務事業の点検】

評価基準

3 目標を上回る成果が得られたもの

2 目標通りの成果が得られたもの

1 目標から少し遅れているもの、目標ほどの成果が得られていないもの

0 全く進んでいないもの、見直しが必要なもの

　啓発資料や自己評価シートなどの活用により児童生徒の実態把握をし、家庭と連携することで家庭学習や基本的な生活習慣の
啓発がができている。今後､学習状況調査における家庭学習に対する肯定的意識の減少について分析し、家庭の理解と協力を得
て､よりよい生活・学習習慣の定着に向けた取組をお願いしたい｡

５点～０点 C９点～６点 B

○ 2

1

0

成 果 ・ 評 価 コ メ ン ト
啓発資料等の活用、自己評価シートの活用により、児童生徒の学習習慣・生活習慣の振り返りや
改善に向けた意識付け、及び基礎学力の定着に向けた取組を進めることができた。また、家庭に
おける学習のあり方など、事例の提供ができた。

課題および改善策
啓発にあたっては、さまざまな家庭の状況があることを踏まえつつ、児童生徒や保護者に向けて
学習習慣・生活習慣の定着のための情報提供のあり方を考え、工夫・改善し、継続的に取り組ん
でいく。

【次年度の方向性】

次 年 度 の 方 向 性
（ 所 管 課 評 価 ）

維持 現状維持させる事業

【学識経験者評価コメント】

③進捗度
年間あるいは５年後の達成目標に向け、
必要な事業を進めることができたか

児童生徒の自己評価シートを活用することで、児童生徒の実態把握を基に、個
に応じた指導を工夫、実践することができたため。

④効率性
投入された資源量（人、金、時間）に見
合った結果が見られたか

1

0

3

○ 2

1

0

3

0

3

○ 2

○ 2

1
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千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

う ち 一 般 財 源

主 な 経 費
需用費 需用費 需用費 需用費

119 千円 110 113 千円

119 千円 110 113

事 業 費 （ 計 ）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

119 千円 110 113 千円 121

千円

121

121

【事業費の推移】

令 和 ５ 年 度
実  施  効  果

子育て世代に家庭教育の大切さを啓発するとともに、家庭教育の機会を提供し、家庭の教育力の向上を図
ることが出来た。

【事業の指標・取組状況】

指　標　・　取 組 状 況 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
目　標　値

年間・最終

【事務事業の基本情報（第３期高砂市教育振興基本計画での位置づけと関連根拠法令等）】

重　点　テ　ー　マ ２　学びと成長を支える学校・家庭・地域が連携した教育の推進

基　本　施　策 ②　家庭の教育力の向上

具　体　的　施　策 (2)　子どもの基本的生活習慣の育成に向けた取組の推進

　　事 務 事 業 点 検 ・ 評 価 シ ー ト（令和５年度実施事業）

事 務 事 業 名 家庭学習等家庭での生活習慣の啓発
No. 21

担当課 幼児保育課

対　　象 幼稚園、認定こども園に通う児童及びその保護者

内　　容 家庭における生活・学習習慣の重要性の啓発に継続して取り組む。

令 和 ５ 年 度
実  施  内  容

就学前家庭教育資料作成　「すこやかアップカレンダー」　1000部

関 連 根 拠 法 令 等

【事務事業の実施概要】

目　　的 家庭における生活習慣の重要性の啓発に継続的に取り組む。

目　　標
（令和6年度末達成）

子育て世代に家庭教育の大切さを啓発するとともに、家庭教育の機会を提供し、家庭の教育力の向上を図
る。

すこやかアップカレンダー配布数 冊 998 732 696 666 1050
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【令和5年度評価】 （評価結果の合計点から判定されます）

成 果 ・ 評 価 コ メ ン ト
就学前家庭教育資料を配布することにより、家庭学習等家庭での生活習慣の啓発ができている
ことを確認できた。

課題および改善策
子育て世帯に家庭教育の大切さを啓発し、家庭教育の機会の提供を行い、家庭の教育力の向上
を図ることができるよう、より積極的な家庭への情報提供に努める。

【事務事業の点検】

評価基準

3 目標を上回る成果が得られたもの

１５点～１１点　 S １０点 A

2 目標通りの成果が得られたもの

1 目標から少し遅れているもの、目標ほどの成果が得られていないもの

0 全く進んでいないもの、見直しが必要なもの

0

3

○ 2

1

評価項目 評価結果 評価結果の説明

①事業内容の妥当性
事業の内容が市民ニーズや上位目的に
照らし妥当であったか

3

就学前家庭教育資料を基に、園児・家庭・各園の連携をとりながら、家庭におい
て啓発することができたため。

②市民ニーズへの適応性
市民ニーズに応え、満足度を上昇させる
ことができたか

保護者と園児が向き合い学ぶ家庭教育の大切さを啓発できたため。

③進捗度
年間あるいは５年後の達成目標に向け、
必要な事業を進めることができたか

配布数については目標値を達成しなかったが、幼稚園・保育所・認定こども園に
就園している５歳児にもれなく配布することができた。家庭において、生活・学習
習慣が身につけられる基礎ができたため。

1

0

3

○ 2

1

0

○ 2

1

0

3

3

○ 2

【次年度の方向性】

次 年 度 の 方 向 性
（ 所 管 課 評 価 ）

維持 現状維持させる事業

【学識経験者評価コメント】

　就学前家庭教育資料の全就園5歳児への配布が、家庭における学びの情報提供の機会となった意義は大きい。引き続き、家庭
教育向上に向け教育資料を活用するとともに積極的な家庭への情報提供のあり方について工夫・改善を進めていただきたい。

④効率性
投入された資源量（人、金、時間）に見
合った結果が見られたか

就学前家庭教育資料があることで、保護者が家庭学習を導入しやすい状況がで
きたため。

５点～０点 C９点～６点 B

○ 2

1

0

⑤有効性
事業の実施により期待された効果（成果）
が得られたか

保護者と園児の結びつきが強くなり、家族みんなで基本的生活習慣・学習習慣
を身につけるよう取り組みやすい環境を提供できたため。

評　　価 A 10
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千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

う ち 一 般 財 源

主 な 経 費
00 千円 0 0 千円

【事業費の推移】

令 和 ５ 年 度
実  施  効  果

オープンスクールや参観日を通して、保護者や地域の方が学校で行われている教育活動を実際に見ること
ができた。

【事業の指標・取組状況】

指　標　・　取 組 状 況 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
年間

0 0 千円 0

0 千円 0 0 千円 0

事 業 費 （ 計 ）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

2.5
オープンスクールの1家庭あ
たりの参加人数

人 2.5
1

（コロナ禍で、制限を設けてい
るため）

１～２
（コロナ禍で、制限を設けてい

るため）

2.6

0 千円

教育活動の公開回数（平均） 回 3 7 7 7 10以上

目　標　値

対　　象 小・中学校の児童生徒　保護者　地域住民

内　　容 オープンスクール　授業参観　運動会　体育祭　音楽会　文化祭　入学式　卒業式　等

令 和 ５ 年 度
実  施  内  容

【ホームページでの行事等の内容発信】　全校で実施
【オープンスクールの実施】（対象は地域も含む）　小学校24日、中学校19日
【参観日の実施】（対象は保護者のみ）　小学校12日、中学校5日

関 連 根 拠 法 令 等 学習指導要領

【事務事業の実施概要】

目　　的
園・学校が計画的にオープンスクールを実施し、保護者や地域の人々等に教育活動を公開し、園・学校の魅
力・特色等に関する情報を発信する。

目　　標
（令和6年度末達成）

地域とともにある学校づくりを進め、家庭や地域との信頼関係を確立する。

【事務事業の基本情報（第３期高砂市教育振興基本計画での位置づけと関連根拠法令等）】

重　点　テ　ー　マ ２　学びと成長を支える学校・家庭・地域が連携した教育の推進

基　本　施　策 ③　教育環境の整備と保護者・地域から信頼される学校づくり

具　体　的　施　策 (1)　学校の組織力の強化

　　事 務 事 業 点 検 ・ 評 価 シ ー ト（令和５年度実施事業）

事 務 事 業 名 開かれた学校づくりの推進
No. 22

担当課 学校教育課
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【令和5年度評価】 （評価結果の合計点から判定されます）

⑤有効性
事業の実施により期待された効果（成果）
が得られたか

参観日やオープンスクールの機会を設けることで、児童生徒の学校での様子を
可視化し、保護者の安心感を高めることができたため。

評　　価 A 10
１５点～１１点　 S １０点 A

1

0

3

○ 2 さまざまな工夫を行い、広く学校生活を公開することにより、地域及び家庭との
信頼関係の構築につなぐことができたため。

評価項目 評価結果 評価結果の説明

①事業内容の妥当性
事業の内容が市民ニーズや上位目的に
照らし妥当であったか

3

学校便りやホームページなどを通じ、地域に開かれた学校づくりや、学校の教育
環境を充実させるため、園・学校の情報を定期的に発信することができたため。

②市民ニーズへの適応性
市民ニーズに応え、満足度を上昇させる
ことができたか

コロナ禍が明け、中止されていた学校行事の多くが再開し、行事への参加人数
の制限もなくなり、地域や保護者が学校行事に参加できる機会が増えたため。

【事務事業の点検】

評価基準

3 目標を上回る成果が得られたもの

2 目標通りの成果が得られたもの

1 目標から少し遅れているもの、目標ほどの成果が得られていないもの

0 全く進んでいないもの、見直しが必要なもの

　「開かれた学校」としてのオープンスクールや参観日、情報発信により家庭や地域と信頼関係を築くことができたことは評価でき
る。今後、「地域とともにある学校」をめざす学校運営協議会制度を活用し、地域と学校が協働する体制を整えられることを期待した
い。

５点～０点 C９点～６点 B

○ 2

1

0

成 果 ・ 評 価 コ メ ン ト
開かれた学校づくりの推進に向け、参観日やオープンスクールを実施するだけでなく、情報発信
の機会も増えたことにより、家庭や地域との信頼関係の構築に寄与することができた。

課題および改善策
継続して、保護者や地域の人々等に向けて教育活動を適宜公開するとともに、児童生徒や地域
の信頼に応える特色ある学校づくりに向けた取組を工夫することが必要である。

【次年度の方向性】

次 年 度 の 方 向 性
（ 所 管 課 評 価 ）

維持 現状維持させる事業

【学識経験者評価コメント】

③進捗度
年間あるいは５年後の達成目標に向け、
必要な事業を進めることができたか

授業参観やオープンスクールが行われることで、保護者が実際の授業を見学で
きるようになり、子どもの学習状況や教育内容に対する理解が深まり、学校と家
庭の連携が強化されたため。

④効率性
投入された資源量（人、金、時間）に見
合った結果が見られたか

1

0

3

○ 2

1

0

3

0

3

○ 2

○ 2

1
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千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

う ち 一 般 財 源

主 な 経 費
報償費 報償費 報償費 報償費

345 千円 561 565 千円

245 千円 465 395

事 業 費 （ 計 ）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

345 千円 561 565 千円 851

千円

851

540

【事業費の推移】

令 和 ５ 年 度
実  施  効  果

教育におけるさまざまな課題に応じた実践的な研修を開催することができた。

【事業の指標・取組状況】

指　標　・　取 組 状 況 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
目　標　値

年間

【事務事業の基本情報（第３期高砂市教育振興基本計画での位置づけと関連根拠法令等）】

重　点　テ　ー　マ ２　学びと成長を支える学校・家庭・地域が連携した教育の推進

基　本　施　策 ③　教育環境の整備と保護者・地域から信頼される学校づくり

具　体　的　施　策 (2)　教職員の資質と実践的指導力の向上

　　事 務 事 業 点 検 ・ 評 価 シ ー ト（令和５年度実施事業）

事 務 事 業 名 教職員のライフステージに応じた研修の充実
No. 23

担当課 学校教育課

対　　象 小・中学校の教職員

内　　容 教職員の専門性・実践力の向上を図るための研修会の実施

令 和 ５ 年 度
実  施  内  容

研修名・回数
・教職員全体研修　　　　　　　１回
・初任者研修（設置者研修）　３回　　・臨時講師研修　　　　　　　　　　　１回
・管理職研修　　　　　　　　　　１回　　・主幹教諭研修 　 　　　　　　　　　２回
・不登校対策研修　　　　　　　２回　　・外国人児童生徒サポート研修　１回
・学力向上研修　　　　　　　　 ３回　　・特別支援教育研修　　　　　　　　４回
・道徳教育研修　　　　　　　　 ２回　　・人権教育研修　　　　　　　　　　　２回
・図書館教育研修　　　　　　　１回　　・学校司書研修　　　　　　　　　　　３回
・不祥事防止研修、アンガーマネジメント研修、コンプライアンス研修 各１回
・スポーツ医学、普通救命講習、水泳実技講習　　　　　　　　　　　　　　各１回
・高砂学研修（各校）　　　　　　　　　　・ティーチ・ラボ

関 連 根 拠 法 令 等 教育公務員特例法

【事務事業の実施概要】

目　　的
教職員のキャリアステージや能力、専門分野に応じた研修を実施し、「教育のプロ」としての専門性・実践力
を高める。

目　　標
（令和6年度末達成）

子ども一人一人の個性を尊重した教職員の指導力向上及び若手教職員の育成を図る。

研修の実施回数 回 13 27 28 34 25

3
研修の参加回数（１人当たり平
均）

回 2.2 3.5 3.5 5.5
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【令和5年度評価】 （評価結果の合計点から判定されます）

成 果 ・ 評 価 コ メ ン ト
教職員の資質や能力の向上に向けて、各研修の実施方法・実施内容等を検討し、より効果的な
研修にするため精選を図るとともに、講師の人選に力を入れ、充実を図った。

課題および改善策
「主体的で対話的な授業」を目指す教員が受ける研修も主体的で対話的なものとする必要があ
る。今後も必要に応じて精査した研修を実施し、内容についても再検討して成果の上がる研修に
取り組む。

【事務事業の点検】

評価基準

3 目標を上回る成果が得られたもの

１５点～１１点　 S １０点 A

2 目標通りの成果が得られたもの

1 目標から少し遅れているもの、目標ほどの成果が得られていないもの

0 全く進んでいないもの、見直しが必要なもの

0

3

○ 2

1

評価項目 評価結果 評価結果の説明

①事業内容の妥当性
事業の内容が市民ニーズや上位目的に
照らし妥当であったか

3

教職員の専門性・実践力向上のため、様々な研修会を実施することができたた
め。

②市民ニーズへの適応性
市民ニーズに応え、満足度を上昇させる
ことができたか

教職員のキャリアステージや教育課題に応じた研修会を開催し、実践的指導力
の向上を図ることができたため。

③進捗度
年間あるいは５年後の達成目標に向け、
必要な事業を進めることができたか

教職員のキャリアステージや教育課題に応じた研修会を計画するなかで、ＩＣＴ
機器を用いた双方向の研修や、対話的な研修にすることで、きめ細やかな指導
力の向上と若手教員の自信向上が図れたため。

1

0

○ 3

○ 2

1

0

2

1

0

3

3

○ 2

【次年度の方向性】

次 年 度 の 方 向 性
（ 所 管 課 評 価 ）

維持 現状維持させる事業

【学識経験者評価コメント】

　教職員の資質能力の向上に向け、ライフステージに沿った研修を計画的に進められたことは評価できる。今後、「主体的・対話的
な深い学び」の授業実現にふさわしい講師の選定と教員の負担にならない内容の企画をお願いしたい。

④効率性
投入された資源量（人、金、時間）に見
合った結果が見られたか

対象者を絞った研修会を開催することで、より具体的で実践的な研修会を開催
することが可能となったため。

５点～０点 C９点～６点 B

○ 2

1

0

⑤有効性
事業の実施により期待された効果（成果）
が得られたか

教育におけるさまざまな課題に対応した実践的な研修を実施することで、指導
力の向上を図る機会となったため。

評　　価 S 11
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千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

う ち 一 般 財 源

主 な 経 費
委託料 委託料 委託料 委託料

112,107 千円 113,396 115,324 千円

112,107 千円 113,396 115,324

事 業 費 （ 計 ）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

112,107 千円 113,396 115,324 千円 116,535

千円

116,535

116,535

【事業費の推移】

令 和 ５ 年 度
実  施  効  果

効果としては、貸出人数、貸出冊数がともに増加する結果となった。

【事業の指標・取組状況】

指　標　・　取 組 状 況 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
目　標　値

最終

【事務事業の基本情報（第３期高砂市教育振興基本計画での位置づけと関連根拠法令等）】

重　点　テ　ー　マ ３　豊かな学びを提供し未来につなぐ生涯教育の推進

基　本　施　策 ①　生涯学習活動への支援

具　体　的　施　策 (1)　社会教育施設の整備・運営

　　事 務 事 業 点 検 ・ 評 価 シ ー ト（令和５年度実施事業）

事 務 事 業 名 図書館の運営
No. 24

担当課 生涯学習課

対　　象 市民全般

内　　容 ・図書館の指定管理に係る業務（指定管理期間　令和２年度～令和６年度）

令 和 ５ 年 度
実  施  内  容

開館日数　339日　
休館や時間短縮などせずに年間を通じて営業した。
事業計画通りに図書館を運営し、各種図書館サービスを提供した。特に、神戸新聞社との連携行事や親子
向けイベント等切り口をかえて実施した。

関 連 根 拠 法 令 等 高砂市立図書館条例　高砂市立図書館条例施行規則

【事務事業の実施概要】

目　　的
「文化を育み学びを支える図書館」を基本理念として、市民一人一人の文化の創造や学ぶ意欲の向上を支
援することを目的とする。

目　　標
（令和6年度末達成）

子どもから大人まで読書に親しみ、学べる場として、また地域の情報を知り、ふるさと高砂の歴史・文化を継
承する場として、市民が親しみやすく使いやすい運営を目指す。

貸出人数 人 142,540 170,962 173,332 178,360 180,000

630,000貸出冊数 冊 509,565 606,792 602,701 608,469
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【令和5年度評価】 （評価結果の合計点から判定されます）

成 果 ・ 評 価 コ メ ン ト
事業計画通りの図書館サービスの提供により、貸出者数や貸出冊数ともに前年度を上回ることが
できた。

課題および改善策
５年後の目標達成に向けては、２つの指標とも図書館の運営にこれまで以上に工夫が必要と考え
る。

【事務事業の点検】

評価基準

3 目標を上回る成果が得られたもの

１５点～１１点　 S １０点 A

2 目標通りの成果が得られたもの

1 目標から少し遅れているもの、目標ほどの成果が得られていないもの

0 全く進んでいないもの、見直しが必要なもの

0

3

○ 2

1

評価項目 評価結果 評価結果の説明

①事業内容の妥当性
事業の内容が市民ニーズや上位目的に
照らし妥当であったか

3

事業計画通りに実施できており、前年度より貸出者数等の数値が増加し
ているため、妥当であったため。

②市民ニーズへの適応性
市民ニーズに応え、満足度を上昇させる
ことができたか

令和４年度末の図書館アンケート結果等を反映し、職員研修の内容を見
直した結果、市民の満足度を上昇させることができたため。

③進捗度
年間あるいは５年後の達成目標に向け、
必要な事業を進めることができたか

５年後の達成目標に向けては、指標にしている貸出者数は目標の達成に
向けかなり進められた。また貸出冊数は前年度を上回ったが、達成に向
けてはさらなる努力が必要であるため。

1

0

3

○ 2

1

0

○ 2

1

0

3

3

○ 2

【次年度の方向性】

次 年 度 の 方 向 性
（ 所 管 課 評 価 ）

維持 現状維持させる事業

【学識経験者評価コメント】

　市民図書館の事業は市民の豊かな読書生活の一翼を担っており、図書館の利用者が年間約１８万人近くに上っていることはその
証である。また、図書館アンケート結果を反映させ、図書館サービスの満足度を上昇させたことも素晴らしい。学校と連携し、図書
館に足を運んで来なかった層の取込も含めて、引き続き、親しみやすい使いやすい図書館の運営になるよう工夫・改善をお願いし
たい。

④効率性
投入された資源量（人、金、時間）に見
合った結果が見られたか

概ね投入した資源量に見合った結果が得られたため。

５点～０点 C９点～６点 B

○ 2

1

0

⑤有効性
事業の実施により期待された効果（成果）
が得られたか

事業の実施により、指標の数値は２つとも前年度を上回ることができたた
め。

評　　価 A 10
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千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

う ち 一 般 財 源

主 な 経 費
講師謝礼金 講師謝礼金 講師謝礼金 講師謝礼金

1,287 千円 988 1,404 千円

820 千円 690 850

事 業 費 （ 計 ）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

1,287 千円 988 1,404 千円 1,319

千円

1,319

835

【事業費の推移】

令 和 ５ 年 度
実  施  効  果

高齢者の生涯学習の場、交流の場となった。

【事業の指標・取組状況】

指　標　・　取 組 状 況 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
目　標　値

年間

【事務事業の基本情報（第３期高砂市教育振興基本計画での位置づけと関連根拠法令等）】

重　点　テ　ー　マ ３　豊かな学びを提供し未来につなぐ生涯教育の推進

基　本　施　策 ①　生涯学習活動への支援

具　体　的　施　策 (3)　多様な学習内容の充実

　　事 務 事 業 点 検 ・ 評 価 シ ー ト（令和５年度実施事業）

事 務 事 業 名 ニーズに応じた学習内容の提供
No. 25

担当課 教育センター

対　　象 60歳以上の市民

内　　容 60歳以上の市民を対象とし、各学年及びＯＢに一般教養を中心とした講座を実施する。

令 和 ５ 年 度
実  施  内  容

【高齢者大学講座】
高齢者大学講座実施回数103回　延べ出席者数　1,676人
ＯＢ講座実施回数13回　　延べ出席者数　1,642人

関 連 根 拠 法 令 等 教育基本法、社会教育法

【事務事業の実施概要】

目　　的
社会情勢や生活に対応した学習内容を提供するとともに、市民や利用者の意見、要望等を取り入れた学習
機会の充実を図る。

目　　標
（令和6年度末達成）

高齢者大学の入学者が増加するような魅力ある高齢者大学の講座の提供を目指す。

高齢者大学講座実施回数 回 101 77 108 116 115

230陶芸教室実施回数 回 191 186 217 236
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【令和5年度評価】 （評価結果の合計点から判定されます）

成 果 ・ 評 価 コ メ ン ト
高齢者大学で予定していた講座を実施することができた。
学生数の減少により全体の参加者数も減少しているが、施設見学やコーラス、体操等、座学以外
の講座も編成し、参加している学生からは好評である。

課題および改善策

高齢者大学では入学者の減少及び高齢化が進み、入学の目的についても「仲間づくり」「趣味づく
り」が主である。
そのため、座学以外の様々な講座を編成しているが、性別年齢が異なるすべての学生のニーズ
に応えることが難しい。
今後もアンケートを参考に魅力ある講座の充実を図りたい。

【事務事業の点検】

評価基準

3 目標を上回る成果が得られたもの

１５点～１１点　 S １０点 A

2 目標通りの成果が得られたもの

1 目標から少し遅れているもの、目標ほどの成果が得られていないもの

0 全く進んでいないもの、見直しが必要なもの

0

3

○ 2

1

評価項目 評価結果 評価結果の説明

①事業内容の妥当性
事業の内容が市民ニーズや上位目的に
照らし妥当であったか

3

60歳代から80歳代までの高齢者の多様化したニーズに対応した講座を年間を
通じて編成したため。

②市民ニーズへの適応性
市民ニーズに応え、満足度を上昇させる
ことができたか

アンケートを参考にし、高砂市に関する文化や歴史をはじめ、高齢者が興味や
関心のある健康維持等の講座を提供したため。

③進捗度
年間あるいは５年後の達成目標に向け、
必要な事業を進めることができたか

アンケート結果によると各学年とも講座内容は好評であったため。

1

0

3

○ 2

1

0

○ 2

1

0

3

3

○ 2

【次年度の方向性】

次 年 度 の 方 向 性
（ 所 管 課 評 価 ）

維持 現状維持させる事業

【学識経験者評価コメント】

　高齢者大学の学生の高齢化が進むなか、利用者のニーズに応え、計画的に講座を実施できたことは評価できる。今後も学生数
が減少を続けるもののすべての学生のニーズに応えることは難しいが、引き続き、アンケートを参考に魅力ある講座の実施をお願
いしたい。

④効率性
投入された資源量（人、金、時間）に見
合った結果が見られたか

各学年の講座の出席率は高く、高齢者の学ぶ意欲が感じられたため。

５点～０点 C９点～６点 B

○ 2

1

0

⑤有効性
事業の実施により期待された効果（成果）
が得られたか

高齢者の就業等、社会情勢の変化もあり学生数の増加には繋がっていないが、
高齢者の生涯学習の中心的役割を果たしているため。

評　　価 A 10
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千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

う ち 一 般 財 源

主 な 経 費
報酬 報酬 報酬 報酬

2,491 千円 2,831 3,081 千円

1,757 千円 1,702 1,724

事 業 費 （ 計 ）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

3,353 千円 3,693 3,943 千円 3,965

千円

3,447

1,783

【事業費の推移】

令 和 ５ 年 度
実  施  効  果

委員会、研修会と通して、情報交換だけでなく、指導者同士の交流を深めることができた。

【事業の指標・取組状況】

指　標　・　取 組 状 況 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
目　標　値

最終

【事務事業の基本情報（第３期高砂市教育振興基本計画での位置づけと関連根拠法令等）】

重　点　テ　ー　マ ３　豊かな学びを提供し未来につなぐ生涯教育の推進

基　本　施　策 ①　生涯学習活動への支援

具　体　的　施　策 (3)　多様な学習内容の充実

　　事 務 事 業 点 検 ・ 評 価 シ ー ト（令和５年度実施事業）

事 務 事 業 名 情報提供の推進
No. 26

担当課 生涯学習課

対　　象 各種社会教育団体等

内　　容 放課後子どもプラン推進事業

令 和 ５ 年 度
実  施  内  容

・放課後子ども教室推進委員会　３回
・放課後子ども教室指導者研修会　１回

関 連 根 拠 法 令 等 学校・家庭・地域の連携協力推進事業実施要領

【事務事業の実施概要】

目　　的
地域社会の中で、放課後の子どもたちの安全で健やかな居場所の確保を図り、総合的な放課後対策事業を
実施するにあたり、生涯学習活動の成果として指導者のネットワークを図る。

目　　標
（令和6年度末達成）

生涯学習活動の成果としての指導者の交流・ネットワークを推進する。

放課後子ども教室（学習）参加
者のアンケートによる満足度

％ 92 96 98 100 95
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【令和5年度評価】 （評価結果の合計点から判定されます）

成 果 ・ 評 価 コ メ ン ト
事業計画通り事業を実施できており、指導者の交流、ネットワークを推進することができたと考え
る。

課題および改善策 現状の指導者同士の連携を深めながら、新たな講師の発掘・育成にも努めたい。

【事務事業の点検】

評価基準

3 目標を上回る成果が得られたもの

１５点～１１点　 S １０点 A

2 目標通りの成果が得られたもの

1 目標から少し遅れているもの、目標ほどの成果が得られていないもの

0 全く進んでいないもの、見直しが必要なもの

0

3

○ 2

1

評価項目 評価結果 評価結果の説明

①事業内容の妥当性
事業の内容が市民ニーズや上位目的に
照らし妥当であったか

3

子どもの居場所づくりという目的のために、指導者同士の交流を深められ
ており、妥当であったため。

②市民ニーズへの適応性
市民ニーズに応え、満足度を上昇させる
ことができたか

放課後子ども教室に参加している子どもや保護者のアンケート結果は満
足度が100％だが、参加者数は増えていないため。

③進捗度
年間あるいは５年後の達成目標に向け、
必要な事業を進めることができたか

年間の目標達成に向けた事業は進められたため。

1

0

3

○ 2

1

0

○ 2

1

0

3

3

○ 2

【次年度の方向性】

次 年 度 の 方 向 性
（ 所 管 課 評 価 ）

維持 現状維持させる事業

【学識経験者評価コメント】

　放課後子ども教室の保護者アンケートの満足度が１００％を達成していることは素晴らしい。研修会をとおして指導者同士の交流
や情報交換を計画的に行えたことは今後の事業発展につながるものである。引き続き、放課後子ども教室が総合的な放課後対策
事業として充実・発展することを期待したい。

④効率性
投入された資源量（人、金、時間）に見
合った結果が見られたか

　計画通りに委員会や研修会を開催し、指導者同士の交流や情報交換の
場を効率的に提供でき、指導者間のネットワークを推進することができた
ため。

５点～０点 C９点～６点 B

○ 2

1

0

⑤有効性
事業の実施により期待された効果（成果）
が得られたか

指導者同士のつながりもあり、一定の効果はあったと考えるため。

評　　価 A 10

61



千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

う ち 一 般 財 源

主 な 経 費

0 千円 0 0 千円

0 千円 0 0

事 業 費 （ 計 ）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

0 千円 0 0 千円 0 0

千円

0 0

0 0

【事業費の推移】

令 和 ５ 年 度
実  施  効  果

学園祭の来場者やクラブ活動へのボランティア依頼件数が増加し、高齢者の社会参画や地域貢献活動につ
ながった。

【事業の指標・取組状況】

指　標　・　取 組 状 況 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
目　標　値

年間

【事務事業の基本情報（第３期高砂市教育振興基本計画での位置づけと関連根拠法令等）】

重　点　テ　ー　マ ３　豊かな学びを提供し未来につなぐ生涯教育の推進

基　本　施　策 ①　生涯学習活動への支援

具　体　的　施　策 (3)　多様な学習内容の充実

　　事 務 事 業 点 検 ・ 評 価 シ ー ト（令和５年度実施事業）

事 務 事 業 名 情報提供の推進
No. 26

担当課 教育センター

対　　象 市民全般

内　　容 高齢者大学での活動について、ホームページ等を通じて発信する。

令 和 ５ 年 度
実  施  内  容

高齢者大学や陶芸教室の募集案内について、広報たかさごやホームページに掲載した。
また、高齢者大学の作品展や授業風景、活用内容をホームページや学生自治会発行の広報誌「松陽学園
ニュース」で紹介した。
紙媒体の「募集案内」や学園祭のポスターは、市の公共施設でも配布、掲示し、市民の目につくように発信し
ている。

関 連 根 拠 法 令 等 教育基本法、社会教育法

【事務事業の実施概要】

目　　的
学習成果が日常生活や社会で適切に生かすことができるよう、必要な情報の収集と蓄積を行い、様々や媒
体を活用した情報提供を行う。

目　　標
（令和6年度末達成）

高齢者大学の社会参画及び地域貢献につなげる。

ホームページ更新回数 回 3 5 6 12 12
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【令和5年度評価】 （評価結果の合計点から判定されます）

成 果 ・ 評 価 コ メ ン ト

広報たかさごやホームページを活用して高齢者大学の活動を周知した。
また、学生自治会発行の「松陽学園ニュース」を市の関連施設や地域に配布し、高齢者大学やク
ラブ活動の活動内容を周知した。
地域との繋がりを持つことによって各種団体や福祉施設からのボランティアの依頼が増え、地域
貢献活動につながった。

課題および改善策
学生数が減少する中で地域貢献活動に繋げるためには高齢者大学の情報をわかりやすく発信す
ることが必要であり、今後はＳＮＳを活用した周知方法を検討していく。

【事務事業の点検】

評価基準

3 目標を上回る成果が得られたもの

１５点～１１点　 S １０点 A

2 目標通りの成果が得られたもの

1 目標から少し遅れているもの、目標ほどの成果が得られていないもの

0 全く進んでいないもの、見直しが必要なもの

0

3

○ 2

1

評価項目 評価結果 評価結果の説明

①事業内容の妥当性
事業の内容が市民ニーズや上位目的に
照らし妥当であったか

3
高齢者大学や陶芸教室の募集案内や学園祭の案内を「広報たかさご」やホーム
ページに掲載するとともに、市の関連施設にポスターの掲示やチラシの配布を
行った。
また、高齢者大学の授業風景や学園祭の様子をホームページに掲載し外部発
信を図ったため。

②市民ニーズへの適応性
市民ニーズに応え、満足度を上昇させる
ことができたか

地域貢献活動につなげるため、一部のクラブ活動は社会福祉協議会のボラン
ティア団体にも登録し周知しているため。

③進捗度
年間あるいは５年後の達成目標に向け、
必要な事業を進めることができたか

コロナ禍の期間は地域貢献活動ができなかったが、５類に移行後はボランティア
の依頼も少しずつ増え事業を進めているため。

1

0

3

○ 2

1

0

○ 2

1

0

3

3

○ 2

【次年度の方向性】

次 年 度 の 方 向 性
（ 所 管 課 評 価 ）

維持 現状維持させる事業

【学識経験者評価コメント】

　市の「広報たかさご」やホームページの活用、「松陽学園ニュース」を配布するなど、地域とつながりボランティアの依頼が増えた
意義は大きい。引き続き、高齢者大学の情報をわかりやすく発信するとともにさらなる地域貢献活動につながることを期待したい。

④効率性
投入された資源量（人、金、時間）に見
合った結果が見られたか

高齢者大学の活動として地域貢献活動を行っているので、初心者でも参加しや
すいため。

５点～０点 C９点～６点 B

○ 2

1

0

⑤有効性
事業の実施により期待された効果（成果）
が得られたか

高齢者大学の活動を知ってもらうきっかけとなり、各種団体や福祉施設からボラ
ンティアの依頼が増え、高齢者の地域貢献に繋がったため。

評　　価 A 10
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千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

う ち 一 般 財 源

主 な 経 費

0 千円 0 0 千円

0 千円 0 0

事 業 費 （ 計 ）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

0 千円 0 0 千円 0

千円

0

0

【事業費の推移】

令 和 ５ 年 度
実  施  効  果

本や読書等に関するイベントを定期的に開催することで、市民に対して読書を通じた学びの支援という点で
は一定の参加者を確保できていることから、効果があったと考える。

【事業の指標・取組状況】

指　標　・　取 組 状 況 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
目　標　値

最終

【事務事業の基本情報（第３期高砂市教育振興基本計画での位置づけと関連根拠法令等）】

重　点　テ　ー　マ ３　豊かな学びを提供し未来につなぐ生涯教育の推進

基　本　施　策 ①　生涯学習活動への支援

具　体　的　施　策 (3)　多様な学習内容の充実

　　事 務 事 業 点 検 ・ 評 価 シ ー ト（令和５年度実施事業）

事 務 事 業 名 図書館サービスの充実
No. 27

担当課 生涯学習課

対　　象 市民全般

内　　容 図書館が実施するイベント等

令 和 ５ 年 度
実  施  内  容

図書館イベント
年間　141回　1,838人　（えほんのじかん、おはなし会、えほんのもり、映画会、製本教室、電子書籍体験会、
耳から愉しむ本の世界等）

関 連 根 拠 法 令 等 高砂市立図書館条例　高砂市立図書館条例施行規則

【事務事業の実施概要】

目　　的
「文化を育み学びを支える図書館」を基本理念として、市民一人ひとりの文化の創造や学ぶ意欲の向上を支
援することを目的とする。

目　　標
（令和6年度末達成）

子どもから大人まで読書に親しみ、学べる場として、また地域の情報を知り、ふるさと高砂の歴史・文化を継
承する場として、市民が親しみやすく使いやすい運営を目指す。

図書館イベント回数 回 73 149 151 141 150

1,500図書館イベント参加者 人 1,007 2,002 1,844 1,838
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【令和5年度評価】 （評価結果の合計点から判定されます）

成 果 ・ 評 価 コ メ ン ト
一定の利用者の評価を得られているが、引き続き、市民ニーズや図書館の目的にあった図書館
サービスが提供できるよう努力したい。

課題および改善策
目標のイベント回数を達成できるように工夫し、図書館を利用したことがない市民が参加したくな
るようにイベント内容も改善したい。

【事務事業の点検】

評価基準

3 目標を上回る成果が得られたもの

１５点～１１点　 S １０点 A

2 目標通りの成果が得られたもの

1 目標から少し遅れているもの、目標ほどの成果が得られていないもの

0 全く進んでいないもの、見直しが必要なもの

0

3

○ 2

1

評価項目 評価結果 評価結果の説明

①事業内容の妥当性
事業の内容が市民ニーズや上位目的に
照らし妥当であったか

3

事業計画通りに事業を実施しており、イベント等はリピーターも増えている
ことから市民ニーズにも合っていたため。

②市民ニーズへの適応性
市民ニーズに応え、満足度を上昇させる
ことができたか

利用者アンケート結果においても満足度が高かったため。

③進捗度
年間あるいは５年後の達成目標に向け、
必要な事業を進めることができたか

５年後の達成目標に向け、計画的に事業を進めることができたため。

1

0

3

○ 2

1

0

○ 2

1

0

3

3

○ 2

【次年度の方向性】

次 年 度 の 方 向 性
（ 所 管 課 評 価 ）

維持 現状維持させる事業

【学識経験者評価コメント】

　本や読書に関するイベントを計画的・定期的に実施することで、一定の参加者を確保できていることは評価できる。今後、館内展
示の工夫や多様な読書イベント、講演会の実施、子どもの読書活動の支援などの取組を検討するとともに親しみやすい図書館と図
書資料のさらなる魅力の向上に取り組まれることを期待したい。

④効率性
投入された資源量（人、金、時間）に見
合った結果が見られたか

物価の高騰を受け、光熱水費・人件費などの増額は厳しいが、事業計画
通りに図書館サービスの提供はできており、指標の数値も投入した資源
量に見合う結果だったため。

５点～０点 C９点～６点 B

○ 2

1

0

⑤有効性
事業の実施により期待された効果（成果）
が得られたか

市民ニーズに合った本や読書に関するイベントの実施により、イベントへ
のリピーターが増えているため効果がみられたため。

評　　価 A 10
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千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

う ち 一 般 財 源

主 な 経 費

0 千円 0 0 千円

0 千円 0 0

事 業 費 （ 計 ）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

0 千円 0 0 千円 0

千円

0

0

【事業費の推移】

令 和 ５ 年 度
実  施  効  果

小学生を対象とした歴史体験活動を行い地域の歴史を学ぶ機会とすることができた。その他にも、文化財調
査の成果を冊子にまとめたり展示するなど、情報の発信に努め、文化財の普及に取り組むことができた。

【事業の指標・取組状況】

指　標　・　取 組 状 況 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
目　標　値

年間・最終

【事務事業の基本情報（第３期高砂市教育振興基本計画での位置づけと関連根拠法令等）】

重　点　テ　ー　マ ３　豊かな学びを提供し未来につなぐ生涯教育の推進

基　本　施　策 ②　芸術・文化の振興と支援、文化財の保存・活用・継承

具　体　的　施　策 (1)　個性ある地域づくりの推進

　　事 務 事 業 点 検 ・ 評 価 シ ー ト（令和５年度実施事業）

事 務 事 業 名 地域の歴史や伝統文化を学ぶ機会の充実
No. 28

担当課 生涯学習課

対　　象 市民全般

内　　容
・歴史体験活動
・文化財普及活動

令 和 ５ 年 度
実  施  内  容

・親子歴史体験教室：3回、46人　・移動歴史教室（市内小学校）：4校
・歴史民俗資料室利用者：204人　・文化財冊子の刊行と周知：300部

関 連 根 拠 法 令 等 高砂市文化振興条例、高砂市文化財保護条例

【事務事業の実施概要】

目　　的 文化財の活用を図る。

目　　標
（令和6年度末達成）

着実に、計画的に、各種文化財の活用を推進する。

体験活動の参加者数（親子
歴史体験教室）

人 50 88 42 46 120
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【令和5年度評価】 （評価結果の合計点から判定されます）

成 果 ・ 評 価 コ メ ン ト
文化財行政は、歴史遺産を継承し確実にその価値を伝えていく業務であるため、重要で継続的
な取り組みが必要である。事業実施において多額の費用を必要とする場合があるが、理解を生
むための普及啓発も行いながら、限られた予算内で工夫しながら取り組んでいる。

課題および改善策

文化財施設等への見学者数や歴史体験事業の参加者数は定着・安定化しているため大幅な増
はなかったが、着実に進めるべき文化財の保存に関する事業などを、継続して実施することがで
きた。
今後も、市民への理解を促進させながら、長期的な展望にたって、計画的に、各種文化財の保存
と活用に努めていきたい。

【事務事業の点検】

評価基準

3 目標を上回る成果が得られたもの

１５点～１１点　 S １０点 A

2 目標通りの成果が得られたもの

1 目標から少し遅れているもの、目標ほどの成果が得られていないもの

0 全く進んでいないもの、見直しが必要なもの

0

3

○ 2

1

評価項目 評価結果 評価結果の説明

①事業内容の妥当性
事業の内容が市民ニーズや上位目的に
照らし妥当であったか

3

市民に、郷土の歴史や文化財を理解してもらう機会を創出しながら、法規
にもとづき文化財の保護に努めたため。

②市民ニーズへの適応性
市民ニーズに応え、満足度を上昇させる
ことができたか

歴史民俗資料室・移動歴史教室・親子歴史体験教室などの事業に、市民
のニーズを取り入れ、参加者の満足度が向上するよう、工夫をしながら、
取り組んだため。

③進捗度
年間あるいは５年後の達成目標に向け、
必要な事業を進めることができたか

文化財は、かけがえのない財産であり、地域固有の歴史を反映した歴史
文化資源であることから、文化財の保存と活用を図りながら、市民に文化
財の価値を共有する必要があり、段階的に、事業の実施に取り組むこと
ができたため。

1

0

3

○ 2

1

0

○ 2

1

0

3

3

○ 2

【次年度の方向性】

次 年 度 の 方 向 性
（ 所 管 課 評 価 ）

維持 現状維持させる事業

【学識経験者評価コメント】

　歴史体験活動をとおして地域の歴史を学ぶことは、将来の世代への歴史や文化の継承のために大いに評価できる。文化財は地
域にとって貴重な財産であり、市民や子どもたちが地域の歴史を知ることにより、地域への誇りや愛着につながるものであるため、
引き続き、多くの市民に文化財に親しんでもらえるよう展示機会や展示方法をより一層工夫するなど、さらなる魅力の周知やＰＲに
努められることを期待したい。

④効率性
投入された資源量（人、金、時間）に見
合った結果が見られたか

文化財保護の効果は、可視化されにくい側面があるため、市民の理解を
促進できるよう、継続的な啓発に広く取り組んでいるため。

５点～０点 C９点～６点 B

○ 2

1

0

⑤有効性
事業の実施により期待された効果（成果）
が得られたか

子供たちや市民への普及啓発事業を展開することで、文化財保護に対す
る理解や協力が将来へ引継がれていくと考えるため。

評　　価 A 10
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千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

う ち 一 般 財 源

主 な 経 費
埋蔵文化財発掘調査 史跡整備事業 史跡整備事業 旧入江家住宅整備事業

8,181 千円 16,154 12,203 千円

2,000 千円 4,112 8,508

事 業 費 （ 計 ）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

9,682 千円 17,656 18,818 千円 76,609

千円

31,176

49,999

【事業費の推移】

令 和 ５ 年 度
実  施  効  果

国指定の史跡石の宝殿及び竜山石採石遺跡整備事業や、県指定の旧入江家住宅の保存整備事業を実施
し、文化財の保存に関する事業を推進したほか、将来にわたって計画的かつ着実に文化財の保存と活用を
図るための地域計画づくりを進めることができた。

【事業の指標・取組状況】

指　標　・　取 組 状 況 単位 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
目　標　値

年間・最終

【事務事業の基本情報（第３期高砂市教育振興基本計画での位置づけと関連根拠法令等）】

重　点　テ　ー　マ ３　豊かな学びを提供し未来につなぐ生涯教育の推進

基　本　施　策 ②　芸術・文化の振興と支援、文化財の保存・活用・継承

具　体　的　施　策 (2)　文化財保護の推進と活用

　　事 務 事 業 点 検 ・ 評 価 シ ー ト（令和５年度実施事業）

事 務 事 業 名 文化財の保存及び活用
No. 29

担当課 生涯学習課

対　　象 市民全般

内　　容
・文化財審議委員会開催　　・埋蔵文化財発掘調査
・指定文化財保存整備事業

令 和 ５ 年 度
実  施  内  容

・文化財審議委員会開催：2回　
　
・埋蔵文化財発掘調査実施：24箇所　・埋蔵文化財包蔵地照会処理件数：336件
・文化財建造物の公開活用：申義堂利用2,883人、旧入江家住宅利用970人
・史跡整備工事の実施・支援
・旧入江家住宅保存修理工事・駐車場用地の確保等

関 連 根 拠 法 令 等 高砂市文化財保護条例

【事務事業の実施概要】

目　　的 文化財の保存と活用を図る。

目　　標
（令和6年度末達成）

着実に、計画的に、各種文化財の保存と活用を推進する。

国史跡「石の宝殿及び竜山石採石遺
跡」整備事業の当面実施すべき事業の
うち、当該年度の完了事業数

事業
数

3 6 5 3 1

4,200
文化財施設の見学者数（申義堂・旧入
江家住宅・歴史民俗資料室） 人 2,125 3,102 4,152 3,853
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【令和5年度評価】 （評価結果の合計点から判定されます）

成 果 ・ 評 価 コ メ ン ト
文化財行政は、歴史遺産を継承し確実にその価値を伝えていく業務であるため、重要で継続的
な取り組みが必要である。市民に理解を生むための普及啓発も行いながら、効果的な事業の推
進に努めている。

課題および改善策

文化財の修理や整備など、着実に進めるべき文化財の保存に関する事業などを、継続して実施
することができた。
今後も、市民への理解を促進させながら、現在作成中の将来にわたって文化財の保存活用の方
針等を定める地域計画づくりを継続し、計画的かつ総合的な文化財の保存と活用に努めていき
たい。

【事務事業の点検】

評価基準

3 目標を上回る成果が得られたもの

１５点～１１点　 S １０点 A

2 目標通りの成果が得られたもの

1 目標から少し遅れているもの、目標ほどの成果が得られていないもの

0 全く進んでいないもの、見直しが必要なもの

0

3

○ 2

1

評価項目 評価結果 評価結果の説明

①事業内容の妥当性
事業の内容が市民ニーズや上位目的に
照らし妥当であったか

3

市民に、郷土の歴史や文化財を理解してもらう機会を創出しながら、法規
にもとづき文化財の保護に努めたため。

②市民ニーズへの適応性
市民ニーズに応え、満足度を上昇させる
ことができたか

各事業に、市民のニーズを取り入れ、参加者の満足度が向上するよう、
工夫をしながら、取り組んだため。

③進捗度
年間あるいは５年後の達成目標に向け、
必要な事業を進めることができたか

文化財は、かけがえのない財産であり、地域固有の歴史を反映した歴史
文化資源であることから、文化財の保存と活用を図りながら、市民に文化
財の価値を共有する必要があり、段階的に、事業の実施に取り組むこと
ができたため。

1

0

3

○ 2

1

0

○ 2

1

0

3

3

○ 2

【次年度の方向性】

次 年 度 の 方 向 性
（ 所 管 課 評 価 ）

維持 現状維持させる事業

【学識経験者評価コメント】

　石の宝殿及び竜山石採石遺跡や旧入江家住宅の文化財施設の適切な整備を行うとともに、工事後の説明会を実施することで、
文化財施設に対する住民への理解と関心を高めることができたことは評価できる。引き続き、適正に修繕・保存を行い、計画的活
用ができるよう地域の文化財の魅力の周知とＰＲに努められることをお願いしたい。

④効率性
投入された資源量（人、金、時間）に見
合った結果が見られたか

文化財保護の効果は、可視化されにくい側面があるため、市民の理解を
促進できるよう、継続的な啓発に広く取り組んでいるため。

５点～０点 C９点～６点 B

○ 2

1

0

⑤有効性
事業の実施により期待された効果（成果）
が得られたか

埋蔵文化財発掘調査や指定文化財の保存整備を行い、あわせて子供た
ちや市民への普及啓発事業を展開することで、文化財保護に対する理解
や協力が将来へ引継がれていくと考えるため。

評　　価 A 10
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５　学識経験者による総評

「令和６年度「高砂市教育委員会点検・評価」の検証について」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　森　田　啓　之　（兵庫教育大学大学院教授） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　松　尾　光　明　（元高砂市立小学校長）

はじめに

　まず、例年どおり、関係各部署に対するヒアリングが各事業の点検・評価シートに基づいて丁寧になされ

　た。その後に、2名からの意見等を踏まえて記載内容に変更が加えられた確定版が再作成され、それを

元に検証作業が行われた。

１　取組状況の自己点検・評価に関する全般的コメント

　令和5年度における自己点検・評価の「総合評価」は、S（当初目標どおりの成果だった）が5事業、それ

以外はすべてA（当初目標以上の成果が得られた）であった。単純に数値だけでは判断できないが、昨

年度のS評価が3事業であったことからすれば、前年度以上の取組がなされたと判断する。また、今回は

昨年度の検証作業にて指摘した書式等の問題（２ページにわたる点検・評価シートの記載事項の中には

重複するものがあり、それらについて精査すべきである。特に、次年度に向けての「課題や改善策」が分

かりにくい。）についても適宜修正・変更がなされており、事務局の真摯な対応を評価したい。

２　令和５年度教育部の具体的取組について

　以下、「第3期高砂市教育振興基本計画」の体系に基づき、特に総合評価が前年度から向上（AからS

へ）した取組を中心に述べる。なお、個々の事業の詳細については、それぞれの事務事業点検・評価を

参照してほしい。

(1)重点テーマ１「自立的に自己の未来を切り拓く力を育てる学校教育の推進」

　「５　地元企業・外部人材との連携」した事業数が大幅に増えていることがS評価につながったのであろ

う。コロナ禍が終了して学校に外部人材が入りやすくなったことが関連しているとはいえ、非常に望ましい

ことである。外部人材が学校に入ることは、児童生徒だけでなく教職員にとっても良い刺激となることは間

違いなく、引き続きの実施を期待する。また、「７　校内支援体制の充実」についても解決事例数が大幅に

アップしており、スクールソーシャルワーカーが有効に機能していることが伺える。この事業に関連して、

「8　いじめへの対応」、「9  不登校への対応」、「16  障がい加配教員、介助員、スクールアシスタントの

配置」事業が、次年度に「拡大」の方向を打ち出されていることを評価したい。一人一人の子どもを丁寧

に理解しながら、学校として一致団結した教育活動にあたってほしい。最後に、「1　授業力の向上」に関

して、次年度は、「自主的な研修になるよう、各学校からの申し出を重視していく」ことが口述で補足説明

された。やらされる研修ではなく、教職員自らが必要と感じて指導能力の向上に努める姿が本来であり、

　令和5年度（第3期高砂市教育振興基本計画の4年目）の点検・評価の検証は、標記2名の合議により

以下のとおり実施された。
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そこに向けて効果的な研修を企画していってほしい。

(２)重点テーマ２「学びと成長を支える学校・家庭・地域が連携した教育の推進」

　今回、AからS判定になったのは、「23　教職員のライフステージに応じた研修の充実」であった。「教育

におけるさまざまな課題に応じた実践的な研修を開催することができた」、「ICT機器を用いた双方向の

研修や対話的な研修にすることで、きめ細やかな指導力の向上と若手教員の自信向上は図れた」といっ

た記載、さらには経費面で増額が示すように、量・質の両面で委員会のリーダーシップが発揮されたと推

察する。前述したこととも重なるが、次年度以降は、真の意味で自主的な研修となるよう一層の企画・工

夫を期待したい。

(３)重点テーマ３「豊かな学びを提供し未来につなぐ生涯教育の推進」

　この重点テーマに関してS評価はなかったが、強制力を有しない生涯学習のサービスを充実することの

難しさが感じられた。特に「24　図書館の運営」「27　図書館サービスの充実」に関して、「図書館を利用し

たことがない市民にいかにアプローチするかが課題」とのことであったが、そのとおりである。解決のイメー

ジについて質問したところ、「夜間にイベントを開催する」などの具体策を考えていることが看て取れた。

「来てほしい人がなかなか来てくれない」という社会教育・生涯学習の永遠の課題に対して、諦めることな

く手を変え品を変え対象者にアプローチしてほしい。また、高齢者の高齢者大学等での学びが個人とし

ての生きがいや充実につながるだけでなく、地域社会にも還元されていく兆しが、「26　情報提供の推進」

の記載事項に表れていた。次年度以降にさらなる展開を是非期待したい。

おわりに

　今回の評価報告書では、珍しく「休廃止」という方向が１つだけ示された。これは特殊な事情によるもの

であると説明がなされたが、一般論として、他の事業についても大胆に事業を精選し、縮小や廃止するこ

とは必要と思われる。限られた予算の中で特定の事業を積極的に「拡大」していくためには、関連する他

の事業を当たり前に継続するのではなく、縮小あるいは廃止に向けて再考することもあって然るべきであ

る。市として教育振興計画を効果的に進めていくためには、例えば、事業間で年度毎に、大胆に軽重を

つけていくことを今後検討していってはどうかと考える。
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